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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．第60期より金額の表示単位を変更したため、連結経営指標等に記載されている事項の金額について、従来千円単位で記

載していた事項を百万円単位に組替え表示している。 

４．第61期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 109,497 115,007 117,830 115,472 120,208

経常利益（百万円） 3,853 4,989 4,743 4,217 4,500

当期純利益（百万円） 2,231 2,423 2,527 1,907 1,963

純資産額（百万円） 36,603 39,101 41,152 44,058 44,504

総資産額（百万円） 94,202 101,250 96,399 100,116 100,669

１株当たり純資産額（円） 525.59 566.44 596.02 639.14 647.38

１株当たり当期純利益金額
（円） 

30.14 33.71 35.06 26.23 28.56

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 38.86 38.62 42.69 44.01 44.21

自己資本利益率（％） 6.16 6.40 6.30 4.48 4.43

株価収益率（倍） 9.95 16.58 15.09 27.79 25.42

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

5,583 6,918 267 4,728 109

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△2,414 △2,350 △3,103 △2,470 △1,330

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△2,139 △1,575 △1,698 △1,529 △969

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

12,584 15,576 11,041 11,770 9,579

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]
（人） 

3,015 
[662] 

2,949
[811] 

2,966
[861] 

3,017 
[855] 

3,274
[603] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．第60期より金額の表示単位を変更したため、提出会社の経営指標等に記載されている事項の金額について、従来千円単

位で記載していた事項を百万円単位に組替え表示している。 

４．第61期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

  

  

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 98,524 104,296 106,601 104,034 102,337

経常利益（百万円） 3,196 3,998 4,409 3,488 3,548

当期純利益（百万円） 1,605 1,843 2,973 1,688 1,577

資本金（百万円） 15,051 15,051 15,051 15,051 15,051

発行済株式総数（株） 72,196,487 72,196,487 72,196,487 72,196,487 72,196,487

純資産額（百万円） 33,593 35,524 38,034 40,731 40,800

総資産額（百万円） 84,669 91,578 86,962 91,270 90,233

１株当たり純資産額（円） 482.47 514.69 550.92 590.93 593.51

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額）
（円） 

9.00 
(4.50) 

9.00
(4.50) 

12.00
(4.50) 

12.00 
(6.00) 

12.00
(6.00) 

１株当たり当期純利益金額
（円） 

21.55 25.55 41.73 23.23 22.94

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 39.68 38.79 43.74 44.63 45.22

自己資本利益率（％） 4.79 5.34 8.09 4.29 3.87

株価収益率（倍） 13.92 21.88 12.68 31.38 31.65

配当性向（％） 41.76 35.23 28.76 51.66 52.31

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]
（人） 

2,186 
[554] 

2,119
[684] 

2,099
[728] 

2,097 
[710] 

2,084
[440] 



２【沿革】 

 

年月 沿革

昭和30年４月 東京都台東区浅草桂町17番地に日本文化鉄扉株式会社を設立し、資本金２百万円を以て営業開

始。尚東京都板橋区志村に東京工場を設置（58年２月生産中止、小山工場へ統合） 

昭和30年８月 商号を日本文化シヤッター株式会社と変更 

昭和34年４月 鋼製雨戸「テットー」の発売開始 

昭和34年10月 電動式シャッター「オートシャッター」の発売開始 

昭和35年６月 本社を東京都板橋区志村に移転 

昭和39年７月 小牧市字文津に名古屋工場を設置 

昭和39年８月 東京都中央区銀座の日本文化シヤッター株式会社（昭和26年４月東京都中央区銀座に資本金

0.3百万円で白亜建設株式会社を設立、昭和39年１月商号を日本文化シヤッター株式会社と変

更）に吸収合併、株式額面を変更 

昭和40年４月 姫路市御国野町に御着工場を移転設置 

昭和41年４月 秋田市川尻大川反に秋田工場を設置 

昭和42年10月 千歳市北信濃工業団地に千歳工場を移転設置 

昭和43年４月 住宅用シャッター「ミニシャッター」の発売開始 

昭和43年７月 小山市大字上石塚に小山工場を設置 

昭和44年３月 文化シヤッターサービス株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和45年３月 姫路市宮西町の日本文化シヤッター株式会社と対等合併を行い、商号を文化シヤッター株式会

社と変更 

昭和45年７月 岩沼市下野郷に仙台工場を設置 

昭和46年11月 姫路市四郷町に姫路工場を移転設置 

昭和47年６月 北海道支社を北海道文化シヤッター株式会社として分割、資本金を50百万円（全額出資）と

し、本社を札幌市白石区に設置 

昭和48年11月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和49年２月 福岡県朝倉郡夜須町に福岡工場を移転設置 

昭和53年10月 新生精機株式会社（現・連結子会社）の株式取得 

昭和55年４月 ガラスシャッター「パネルック」の発売開始 

昭和55年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定 

昭和59年４月 テンパル部を分割し株式会社テンパル（現・連結子会社）を設立 

昭和60年４月 アルミシャッター「リガード」の発売開始 

平成元年５月 カード式無線装置「セレカード」の発売開始 

平成２年10月 北海道文化シヤッター株式会社を吸収合併 

平成４年10月 掛川市淡陽に掛川工場を設置 

平成６年２月 軽量電動シャッター「モートＲ」の発売開始 

平成９年５月 掛川工場第二工場棟完成 

平成10年７月 掛川工場において「ＩＳＯ９００２」を取得 

平成11年２月 高速シートシャッター「エア・キーパー大間迅」の発売開始 

平成11年７月 御着工場、姫路工場において「ＩＳＯ９００２」を取得 

平成11年10月 小山工場、ビル建特販支社において「ＩＳＯ９００２」を取得 

平成12年11月 志村ショッピングセンター営業開始（旧東京工場跡地再開発） 

平成13年４月 小山工場において「ＩＳＯ１４００１」を取得 

平成13年11月 本社登記を東京都板橋区板橋へ変更、本社事務所を東京都豊島区東池袋に移転 

平成14年４月 エレベーター前遮煙防火引き戸「セレカームシステム」の発売開始 

平成14年５月 ティアール建材株式会社（現・連結子会社）の株式取得 

平成16年７月 東京都文京区西片に東京地区拠点統合ビル（ＢＸビル）が完成、本社登記を東京都文京区西片

へ変更 

平成17年12月 ゆとりフォーム株式会社（現・連結子会社）を設立 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社12社及び関連会社２社で構成され、シャッター、住宅用建材及び

ビル用建材の製造販売とその保守点検・修理、住宅リフォームを主な事業内容としている。また、注文家具の製造販売、損害保

険代理業にも携わっている。 

 当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りである。 

 なお、次の４部門は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一

である。 

 また、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更している。変更の内容については、「第５ 経理の状況 １．連結

財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載の通りである。 

シャッター関連製品事業……当社が製造販売するほか、連結子会社株式会社テンパルにおいても製造販売している。開閉機等

の部品は連結子会社新生精機株式会社が製造販売し、当社及び株式会社テンパルが仕入れて販売

している。連結子会社沖縄文化シヤッター株式会社他１社及び関連会社文化シヤッター秋田販売

株式会社他１社は当社から一部商製品を仕入れて販売している。 

建材関連製品事業……………住宅用建材は当社が製造販売している。ビル用建材は当社が製造販売するほか、ドアについては

連結子会社株式会社ケンセイ及び連結子会社ティアール建材株式会社が、パーティション等につ

いては連結子会社株式会社ビーエス建材がそれぞれ製造しており、一部は当社で仕入れて販売し

ている。連結子会社文化パネル工業株式会社は一部パーティションの施工等を行っている。 

リフォーム事業………………当社の一部門及び連結子会社ゆとりフォーム株式会社が住宅リフォームを行っている。 

その他事業……………………連結子会社文化シヤッターサービス株式会社が商製品販売後の保守点検・修理を行っている。連

結子会社文化工芸株式会社が注文家具の製造販売、連結子会社あいわ保険サービス株式会社が損

害保険代理業を行っている。 

 当社グループの事業の系統図は、次の通りである。 

  

 

※なお、平成19年2月20日に当社と連結子会社文化シャッター市原販売㈱は当社を存続会社とする吸収合併契約を締結し、平成19年

4月1日をもって合併した。 

  



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注）１．上記子会社はいずれも特定子会社に該当しない。 

２．上記子会社はいずれも有価証券届出書又は有価証券報告書を提出していない。 

３．上記子会社はいずれも売上高（連結会社間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％未満のため、主要な

損益情報等の記載を省略している。 

 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業内容

子会社の議
決権に対す
る所有割合 

（％） 

関係内容 

新生精機㈱ 兵庫県加西市 200 
シャッター開閉
機等各種減速機
の製造販売 

100

営業上の取引
当社は同社よりシャッターの開
閉機等を購入しており、材料の
有償支給を行っている。 

㈱テンパル 東京都文京区 30 
店舗テント等の
製造販売 

100

営業上の取引
当社は同社よりテントを購入し
ており、材料の有償支給を行っ
ている。 

文化シヤッターサー
ビス㈱ 

東京都文京区 110 
シャッター等の
販売、保守点検
及び修理 

100
営業上の取引
当社は同社へ保守、修理を委託
している。 

文化工芸㈱ 東京都文京区 10 
注文家具の製造
販売 

100
営業上の取引
当社は同社より注文家具等を購
入している。 

あいわ保険サービス
㈱ 

東京都文京区 10 損害保険代理業 100 ────── 

文化シャッター市原
販売㈱ 

千葉県市原市 10 
シャッター等の
販売 

100
営業上の取引
当社製品を主に千葉県内を中心
に販売している。 

沖縄文化シヤッター
㈱ 

沖縄県豊見城
市 

93 
シャッター等の
製造販売及び施
工 

100
営業上の取引
当社製品を主に沖縄県内を中心
に販売している。 

㈱ケンセイ 大分県速見郡 50 
スチールドア等
の製造販売 

100
営業上の取引
当社は同社よりスチールドア等
を購入している。 

㈱ビーエス建材 東京都文京区 40 

パーティショ
ン・ブラインド
等の製造販売及
び施工 

100
営業上の取引
当社は同社よりパーティション
等を購入している。 

文化パネル工業㈱ 大阪府吹田市 20 
パーティション
等の販売及び施
工 

100

(イ）役員の兼任 
当社の役員１名が役員を兼
任している。 

(ロ）営業上の取引 
当社は同社よりパーティシ
ョン等を購入している。 

ティアール建材㈱ 埼玉県上尾市 90 

戸建て住宅、マ
ンション等の玄
関用スチールド
ア等の製造販売 

100

設備の賃貸借
当社は同社へ当社所有の土地建
物を賃貸している。 
営業上の取引 
当社は同社より玄関用スチール
ドア等を購入している。 

ゆとりフォーム㈱ 東京都板橋区 90 リフォーム事業 100 ────── 



(2）持分法適用関連会社 

 該当事項なし。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマー、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。）は、

（ ）内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

る。 

３．リフォーム事業の従業員数が前連結会計年度末と比べ221名増加し、臨時雇用者の平均人員数が283名減少しているが、

主として平成18年４月１日付で当社から連結子会社ゆとりフォーム㈱へ移籍した臨時雇用者が移籍後、従業員（正社

員）へ身分変更を行ったことによるものである。 

４．前連結会計年度末と比べ、シャッター関連製品事業の従業員数が76名増加し、建材関連製品事業の従業員数が74名減少

しているが、主として当連結会計年度において、事業の種類別セグメントの変更を行ったことによるものである。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（契

約社員、パートタイマー、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。）は、（ ）内に年間の平均人員を外数

で記載している。 

    ２．臨時雇用者の平均人員数が、前事業年度末に比べ270名減少しているが、主として平成17年12月２日付で設立した連結子

会社ゆとりフォーム㈱へ平成18年４月１日付で移籍したことによるものである。 

３．平均年間給与は基本給に所定内外手当及び賞与を含めている。 

  

(3）労働組合の状況 

① 名称 

 文化シヤッター労働組合連合会 

② 組合員数 

 146名 

③ 所属上部団体名 

 該当事項なし。 

④ 労使関係 

 労使相互の立場を尊重し相協力して経営の秩序を確立し、労働条件の改善向上並びに従業員の経済的地位の向上と企業の

健全な発展を目指しており、労使関係は円滑である。 

  

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

シャッター関連製品事業 1,635(341) 

建材関連製品事業 729(144) 

リフォーム事業 229( 46) 

その他事業 604( 62) 

全社（共通） 77( 10) 

合計 3,274(603) 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,084(440) 41.7 18.0 6,196,284 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な輸出、堅調な企業収益に支えられた設備投資の増加及び雇用環境の改善に

よって緩やかな拡大を継続している一方で、鉄鋼・原油等原材料価格が引き続き高騰しており、個人消費に伸び悩みが見られ

るなど、不透明感が拭い切れない状況にある。 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）を取り巻く建設・住宅業界においても、民間設備投資は増加傾向にあるも

のの、鉄鋼・原油等原材料価格高騰の影響は色濃く残り、いまだ厳しい状況が続いている。 

 当社グループはこのような状況下において、当連結会計年度から、３ヶ年の第一次中期経営計画を策定し、「メーカー原点

への回帰」の基本テーマのもと、「技術革新による新提案商品及び高付加価値商品の提供」「販売革新による売上拡大」「生

産革新による企業コストの低減」を実践し、当社グループの総合力（商品開発力、生産力、営業力、施工力、サービス力等）

を強化している。 

当連結会計年度の売上高は、シャッター関連製品事業及びその他事業が好調に推移したため、120,208百万円と前連結会計年

度に比べ4,736百万円（4.1%）増加した。収益面では、企業コストの低減ならびに販売価格の引き上げに取り組み、鋼材・原油

等価格上昇分の吸収に努めた結果、当連結会計年度の経常利益は4,500百万円と前連結会計年度に比べ282百万円（6.7%）増加し

た。また、税効果会計の適用について見直しを行ったことに伴い、法人税等調整額が増加した結果、当期純利益は1,963百万円

と前連結会計年度に比べ56百万円（3.0%）増加した。 

 事業の種類別セグメントの業績は次の通りである。なお、前連結会計年度において「建材関連製品事業」に含めていた「窓

シャッター」に関しては、当連結会計年度より「シャッター関連製品事業」へ含めた表示に変更している。 

１．シャッター関連製品事業 

  大型商業施設向けの重量シャッター及び工場・倉庫向けのシートシャッター並びに法制化に伴う「危害防止装置」等の安

全対策商品が好調に推移した結果、売上高は57,943百万円と前連結会計年度に比べ2,895百万円（5.3%）増加し、営業利益は

4,745百万円と前連結会計年度に比べ181百万円（4.0%）増加した。 

２．建材関連製品事業 

  学校及び医療・福祉施設向け製品が低調傾向にあったものの、住宅用建材のエクステリア製品において低調傾向に歯止め

がかかり、また、ビル用建材において大型商業施設向けドアが好調に推移した結果、売上高は40,603百万円と前連結会計年

度に比べ2,310百万円（6.0%）増加したが、エクステリア製品においてアルミ価格上昇の影響もあり、営業利益は1,198百万

円と前連結会計年度に比べ200百万円（14.3%）減少した。 

３．リフォーム事業 

  連結子会社ゆとりフォーム株式会社において、前連結会計年度に引き続き新規出店を控えたことや、リフォーム業界の競

争激化により、売上高は7,561百万円と前連結会計年度に比べ1,005百万円（11.7%）減少したが、利益の確保に努めたことか

ら、営業利益は81百万円と前連結会計年度に比べ116百万円増加した。 

４．その他事業 

  連結子会社文化シヤッターサービス株式会社の業績を含めて、修理・メンテナンス等が好調に推移した結果、売上高は

14,100百万円と前連結会計年度に比べ535百万円（4.0%）増加し、営業利益は1,065百万円と前連結会計年度に比べ186百万円

（21.2%）増加した。 

  

 



(2)キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純利益が増加した一方で、売上

債権の増加、法人税等の支払及び有形固定資産の取得による支出等の要因により、前連結会計年度に比べ2,190百万円（対前年

同期比18.6%）減少し、当連結会計年度末には9,579百万円となった。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は109百万円（対前年同期比97.7%減）となった。 

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益4,271百万円、仕入債務の増加額1,127百万円であり、支出の主な内訳は、売上債

権の増加額3,543百万円、法人税等の支払額2,225百万円である。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は1,330百万円（対前年同期比46.2%減）となった。 

収入の主な内訳は、貸付金の回収による収入121百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出986百万

円、無形固定資産の取得による支出220百万円である。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は969百万円（対前年同期比36.6%減）となった。 

収入の主な内訳は、短期借入金の借入による収入16百万円であり、支出の主な内訳は、配当金の支払額825百万円、長期借入

金の返済による支出138百万円である。 

  

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次の通りである。 

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算している。 

２．各指標は、下記の基準で算出している。 

自己資本比率………………………………自己資本÷総資産 

時価ベースの自己資本比率………………株式時価総額÷総資産 

債務償還年数………………………………有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ……営業キャッシュ・フロー÷利払い 

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出している。 

４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してい

る。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、短期借入金及び長期借入金を対象としている。

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。 

  

 

  第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

自己資本比率 38.9% 38.6% 42.7% 44.0% 44.2% 

時価ベースの自己資本比率 22.1% 38.0% 37.8% 50.1% 49.6% 

債務償還年数 0.7年 0.5年 9.1年 0.4年 15.8年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 62.0倍 85.6倍 3.9倍 78.1倍 1.7倍 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の

区分に組み替えて行っている。 

  

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の

区分に組み替えて行っている。 

  

(3）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の

区分に組み替えて行っている。 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

シャッター関連製品事業（百万円） 29,168 104.8 

建材関連製品事業（百万円） 12,040 102.7 

リフォーム事業（百万円） － － 

その他事業（百万円） 558 117.9 

合計（百万円） 41,767 104.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

シャッター関連製品事業（百万円） 3,947 109.1 

建材関連製品事業（百万円） 15,582 109.7 

リフォーム事業（百万円） 5,171 88.1 

その他事業（百万円） 2,608 85.5 

合計（百万円） 27,309 102.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

シャッター関連製品事業 57,093 99.2 15,299 94.7 

建材関連製品事業 42,254 105.3 17,597 110.3 

リフォーム事業 7,597 94.2 734 105.1 

その他事業 14,026 102.6 1,703 95.9 

合計 120,972 101.3 35,334 102.2 



(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の

区分に組み替えて行っている。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

シャッター関連製品事業（百万円） 57,943 105.3 

建材関連製品事業（百万円） 40,603 106.0 

リフォーム事業（百万円） 7,561 88.3 

その他事業（百万円） 14,100 104.0 

合計（百万円） 120,208 104.1 



３【対処すべき課題】 

当社グループは今後の10年間を見据えた長期テーマとして、お客様に「安心」「安全」を提供できる「快適環境のソリュー

ショングループをめざして」を掲げ、平成18年度から３ヶ年を第一次とする中期経営計画を策定した。 

第一次中期経営計画では「メーカー原点への回帰」を基本テーマに、生産、技術、販売にわたり「基盤強化」「企業コストの

低減」「安心・安全施策の推進」「工事体制の強化」等を基本方針として各事業の整備、強化拡大を図り、積極的な投資の実施

も含め、企業価値の向上に努めていく。 

また、平成19年度も引き続き、鋼材をはじめステンレス、アルミなど原材料価格の高騰に加え、塗料、樹脂、段ボール等の各

種部材価格にも同様の影響が出るものと予想されることから、全部門でコストダウンを推進するとともに、販売価格の引き上げ

によって収益向上に取り組んでいく。 

第一次中期経営計画の基本方針及び今後の市場変化に対する当社グループの施策としては、①高付加価値商品政策とマーケ

ティング機能の強化、②コストダウンの推進、③工事体制の強化、④防犯市場への提案、⑤安心・安全施策の推進、⑥リフォー

ム事業の基盤強化があげられる。 

  

①高付加価値商品政策とマーケティング機能の強化 

当社グループは、住宅や店舗、工場、医療・福祉施設など、各用途に対して提案力のある差別化商品を、顧客拡大と収益性

の向上につながる“高付加価値商品”と定義し、重点的に拡販を進めている。主な商品としては、ガレージの大型化、高級

化に対応した電動静音アルミシャッター「御前様」、住宅用電動オーバースライディングドア「フラットピット」をはじ

め、工場内の作業の効率化と 適な空調環境を高速開閉と高気密構造で実現した高速シートシャッター「エア・キーパー大

間迅」、病院や高齢者施設向けのバリアフリー引戸「カームスライダー」等を取り揃え、使途や用途に的確に対応できるよ

う、積極的な提案を進めている。 

マーケット機能を強化し、高付加価値商品の品揃えと機能の充実を図り、エンドユーザーへのきめ細かい商品提案を行うこ

とによって、顧客拡大と収益の向上をめざしていく。 

  

②コストダウンの推進 

鋼材をはじめ原材料や関連資材の価格高騰による厳しい経営環境のもと、収益を確保するには、さらに実効力のあるコスト

ダウンの取り組みが必要と認識している。このため、生産管理体制の充実やＶＥ推進などによる製造コストの低減、ＩＴ化

の推進等による販売及び工務部門の業務の合理化、管理部門の業務効率化による管理コストの低減、ベトナムＣＡＤ（コン

ピュータによる設計図面の作成）センターの本格稼働に伴う設計コストの低減など、全社的なコストダウン政策を一段と強

化し、推進していく。 

  

③工事体制の強化 

商品の製造から施工までを手がける当社グループは、工事力と施工管理体制のさらなる強化をめざして、平成19年４月より各

支社に施工管理センターを新設した。工事員の育成、技能向上、施工生産性の向上、技術力の強化など多面的な工事体制の強

化を進めていく。 

  

④防犯市場への提案 

平成18年４月より住宅性能表示制度の対象項目に「防犯に関すること」が追加され、侵入防止対策として開口部へのＣＰ商品

（防犯性能の高い建物部品）の設置が評価対象となった。 

また、共同住宅における防犯対策としてＣＰ商品の設置が明記されたことを受け、防犯優良マンションを認定する統一基準が

制定されるなど、防犯対策を施した住宅づくりの普及が進んでいくものと期待される。当社グループにおいては、軽量シャッ

ター、重量シャッター、オーバーヘッドドア、シャッター用スイッチボックス、窓シャッター、ドアＡ種、ドアＢ種(スチー

ルドア)、セキュリティフィルムなどのＣＰ商品を取り揃え、例えば、住宅のガレージや窓シャッターでは、お客様が安心か

つ快適にお使い頂ける防犯性と利便性・操作性が両立した電動（リモコン）商品を薦めるなど積極的な提案を展開していく。

  

 



⑤安心・安全施策の推進 

当社グループは、お客様に安心して当社製品を採用いただき、いつまでも安心してお使いいただくために、平成17年４月よ

り“ＩＤタグ”（個別認識票）を用いた業界初の「商品履歴管理システム」をスタートさせた。このシステムは、製造から

販売、取付、修理に至る履歴情報をトータルに管理するトレーサビリティを導入したもので、緊急を要するご要望にも全国

すべての拠点で瞬時に商品履歴が検索できるよう、信頼の体制づくりを構築している。 

一方、建築基準法施行令の改正により、平成17年12月以降の着工物件から、火災時に作動する防火シャッター等には危害防

止装置の設置が義務付けられたが、防火シャッターや防火扉を正しく機能させ、安全を担保するためには、そうした安全装

置に加え、定期点検やメンテナンスによる維持管理が不可欠となる。このことから当社グループは、「商品履歴管理システ

ム」と連動させることによってメンテナンス事業をさらに強化し、重点施策である安心・安全施策を引き続き積極的に推進

していく。 

  

⑥リフォーム事業の基盤強化 

ストック市場を重視する中で、住宅向けのリフォーム事業に特化した「ゆとりフォーム」は、平成18年４月より新会社「ゆと

りフォーム株式会社」としてスタートした。首都圏地区を対象エリアに、エンドユーザーと直結した住宅リフォーム事業の基

盤をより強固にするため、人材の増強、料金と工期が一目でわかるようパッケージ化した新商品「安心価格」の拡販や、アフ

ターフォローの強化などによるリピートオーダーの獲得など、さらに収益基盤の安定・強化に注力していく。 

 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがある。当社グループでは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生し

た場合の対応に努める所存である。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

  

①資材等の調達 

    当社グループでは売上高の約50％をシャッター関連製品事業で占めており、その中核をなす製品として重量シャッター及び

軽量シャッター、窓シャッター等がある。現在、これらシャッターの製造に必要な鋼材等を複数の会社から購入している

が、平成18年度については国際的市況価格高騰の影響を理由に大幅な値上げ要請を受け、鋼材をはじめアルミ地金や塗料関

係、樹脂製品、段ボール等の各種部品及び材料の価格についても影響が出た。平成19年度についても引き続き値上げ要請を

受けており、収益を確保する上でさらに厳しい状況が予想される。 

  

②製品の性能保持や安全対策 

    当社グループは防火シャッターや防火ドアなど防災型の製品を各種取り扱っており、これらの製品は火災発生時など緊急の

際に性能が発揮されなければならない。そのためには、保守点検が重要な要素となるが、現状ではそれらの製品の定期的な

保守点検は法制化されておらず、任意の契約となっている。現在、法制化に準じた制度で運用強化が進められているが、こ

れまでのところそれら製品の保守点検契約率は一割に達していない。このことは、火災発生時における安全性の担保への潜

在的なリスクとなっている。また、建物の大型開口部に設置される重量シャッター等に関しては、とくに安全性に関する厳

密な性能が要求される。重量シャッター等には障害物感知装置や安全装置を装備できるが、これらの装備によっても、地震

等の不測事態の発生や製品自体の経年劣化、構造躯体の劣化等により、万一の事故の発生を防げるとまでは言い切れない。

重量があり、可動する開口部製品を取り扱う当社グループにおいては、施工後のメンテナンスまで含めて一貫した責任体制

を敷いているが、万一、重大事故が発生すれば、当社グループのブランドイメージが損なわれ、株価や業績に悪影響が及ぶ

ことは避けられない。 

  

③地震等自然災害による製品出荷への影響 

    当社グループは、全国に販売拠点と共に製造拠点を配置しているが、我が国は地震発生率が世界の標準よりも高い地域であ

り、今後、そうした地域で災害が発生した場合、その被害を 小に食い止める体制を敷いていたとしても、完全に防御でき

る保証はない。今後の仮説として、東海及び首都圏地域で大規模な地震やその他の操業を中断する事象が発生した場合、当

該地区に設置する各生産拠点や販売拠点において、製品の供給体制の複数化や販売・管理拠点の統合化など対策は進めてい

るが、製品の生産能力低下や出荷及び供給が遅延することは避けられず、顧客への対応に支障をきたし、結果として売上の

低下を招くことがある。さらに、当該地区の拠点に被害があった場合、その修復または代替のために多大な費用が発生する

可能性がある。 

  

④防犯性能の高い建物部品を市場導入する際の影響 

    当社グループは創業時より、主に建物の開口部に対して防犯、防災、安全等の機能を有する製品の製造・販売を進めてき

た。しかし、近年は犯罪そのものが凶悪化し、鍵のピッキングやガラス破り等による住宅への侵入盗犯罪が増加傾向にある

など、社会情勢が以前と比べて大きく変化している。そうした状況を背景に、国内初の防犯基準となる「防犯性能の高い建

物部品」が、平成16年４月に５分以上の抵抗時間を確保するものとして公表された。また、その後、（社）日本シヤッ

ター・ドア協会より10分の抵抗時間を確保する建物部品の自主認定が行われるようになった。こうした中で、当社グループ

では新たな仕様による製品をラインアップしているが、防犯性の高い仕様に変更したことによるコストアップを販売価格に

より吸収できるかどうか課題がある。一方、「防犯性能の高い建物部品」は一定の手口を想定したものであり、どのような

破壊攻撃に対しても５分あるいは10分の抵抗時間を保証するものではないこと、さらには、万一、当該製品で侵入盗被害が

発生した場合の対処方法等々、防犯性能を示す際の対応にもリスクが伴うことは否定できない。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

技術援助契約 

 （注）上記契約の受取ロイヤリティについては、１製品当たり６千円となっている。 

  

技術受入契約 

 （注）１．ダイナコインターナショナルへのロイヤリティ支払いについては、一定の売上数量まで１製品当たり50千円、一定の売

上数量を超えたものについては、１製品当たり15千円となっている。 

２．ハーマンへのロイヤリティ支払いについては、一定の売上数量まで１製品当たり150ユーロ、一定の売上数量を超えたも

のについては、１製品当たり120ユーロとなっている。 

  

６【研究開発活動】 

 当連結会計年度における研究開発活動は、当社グループの基本方針である『お客様に「安心」「安全」を提供できる「快適環

境のソリューショングループ」をめざして』を推進すべく、高付加価値商品及び高品質・ローコスト商品の開発を主要なテーマ

として行った。また、ＣＳＲの観点から製品の安全（人災・防犯・防災）に対する信頼性向上を主眼に、製造・施工・メンテナ

ンスからの観点を含めた製品見直しを実施し、順次改善を行った。 

 その結果投じた研究開発費は1,567百万円となった。事業別研究開発の概要は次の通りである。 

 シャッター関連製品事業の重量シャッターにおいては、大型開口部への設置を実現する「ワイド防煙シャッター」の機能向上

を図り、窓シャッターにおいては、室内側からの取り付けを可能にする窓シャッターの開発を行った。また、オーバースライ

ディングドアにおいては、住宅用オーバースライディングドア「フラットピット」の防犯性能を高めた新仕様製品の開発を行っ

た。さらに、環境対応商品として、遮音性能を高めた電動間仕切の開発を行い、当連結会計年度の研究開発費は1,258百万円と

なった。 

 建材関連製品事業の住宅建材においては、中高層マンション用手摺笠木の開発、住宅メーカー向け各種住宅部品の開発を行っ

た。ビル建材においては、「学校間仕切」・「トイレブース」の仕様充実、安全性向上を図るとともに、市場要求の強い少子高

齢化社会への対応商品として学校・病院・老人福祉施設等で広く採用されている自動閉鎖装置付き引き戸「カームスライダー」

の仕様追加等を図り、当連結会計年度の研究開発費は308百万円となった。 

  

 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

文化シヤッター
株式会社 
（当社） 

ハーマン北京 中国 
カームスライダ
ー 

中国国内における製造・
販売に関する独占契約 

自平成18年５月30日
至平成21年３月31日 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

文化シヤッター
株式会社 
（当社） 

ダイナコインタ
ーナショナル 

ベルギー 
高速シート
シャッター 

日本国内における製造・
販売に関する独占契約 

自平成16年４月１日
至平成21年３月31日 

ハーマン ドイツ 
超高速アルミシ
ャッター 

日本国内における製造・
販売に関する独占契約 

自平成15年４月１日
至平成20年３月31日 

ハーファーカン
プ 

ドイツ 
セキュリティフ
ィルム 

日本国内における販売に
関する独占契約 

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、次の通りである。 

  

(1）財政状態の分析 

 （流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、61,796百万円（前連結会計年度末は59,808百万円）となり、1,987百万円増

加した。これは、「現金及び預金」が減少（11,960百万円から9,763百万円へ2,197百万円減）した一方で、「受取手形及び

売掛金」が増加（33,633百万円から37,177百万円へ3,543百万円増）した事が主な要因である。「現金及び預金」の減少につ

いては、売上債権の増加及び法人税等支払額の増加によるものであり、「受取手形及び売掛金」の増加については、前連結

会計年度と比較して３月の売上高が増加した事によるものである。 

  

 （固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、38,873百万円（前連結会計年度末は40,308百万円）となり、1,435百万円減

少した。これは、「有形固定資産」の減少（20,156百万円から20,003百万円へ153百万円減）及び「投資有価証券」の減少

（10,522百万円から9,686百万円へ836百万円減）が主な要因である。「有形固定資産」の減少については、既存資産の減価

償却によるものであり、「投資有価証券」の減少については、株価変動に伴う評価額の減少によるものである。 

  

 （流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、37,011百万円（前連結会計年度末は35,740百万円）となり、1,271百万円増

加した。これは、「支払手形及び買掛金」の増加（22,989百万円から24,116百万円へ1,127百万円増）及び「未払費用」の増

加（4,993百万円から5,747百万円へ754百万円増）が主な要因である。「支払手形及び買掛金」の増加については、前連結会

計年度下半期と比較して当連結会計年度下半期の仕入高が増加した事によるものであり、「未払費用」の増加については、

前連結会計年度下半期と比較して当連結会計年度下半期の製品取付代が増加した事によるものである。 

  

 （固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、19,153百万円（前連結会計年度末は20,317百万円）となり、1,164百万円減

少した。これは、「退職給付引当金」の減少（16,708百万円から15,780百万円へ927百万円減）が主な要因である。「退職給

付引当金」の減少については、退職者への退職金支給によるものである。 

  

 （純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、44,504百万円（前連結会計年度末は44,058百万円）となり、445百万円増加し

た。これは、株価変動による評価減に伴い「その他有価証券評価差額金」が減少（3,114百万円から2,542百万円へ571百万円

減）した一方で、当期純利益計上に伴う「利益剰余金」が増加（12,933百万円から13,971百万円へ1,038百万円増）した事が

主な要因である。 

 



(2）キャッシュ・フローの分析 

 キャッシュ・フローの分析は「第２ 事業の状況 １．(2）キャッシュ・フロー」に記載している通りである。 

  

(3)経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は120,208百万円（対前年同期比4.1%増）、販売費及び一般管理費は27,070百万円（対前年同

期比0.3%増）、営業利益は4,220百万円（対前年同期比8.0%増）、経常利益は4,500百万円（対前年同期比6.7％増）、当期純利

益は1,963百万円（対前年同期比3.0%増）となった。 

売上高については、大型商業施設向けの重量シャッター及び工場・倉庫向けのシートシャッター並びに法制化に伴う「危害

防止装置」等の安全対策商品などシャッター関連製品事業が好調に推移した。学校及び医療・福祉施設向け製品は低調傾向に

あったものの、住宅用建材のエクステリア製品において低調傾向に歯止めがかかり、また、ビル用建材において大型商業施設

向けドアが好調に推移した事により、建材関連製品事業においても増加となった。また、連結子会社ゆとりフォーム株式会社

において、前連結会計年度に引き続き新規出店を控えたことやリフォーム業界の競争激化等により、リフォーム事業が減収と

なった一方で、連結子会社文化シヤッターサービス株式会社の業績を含め、修理・メンテナンス等が好調に推移したことが、

売上高増加の一因となった。 

販売費及び一般管理費については、数理計算上の差異の償却額が減少した事に伴う退職給付費用の減少、研究開発費の減少

があったが、貸倒引当金繰入額の増加、役員賞与引当金繰入額を新たに計上した事により微増となった。 

当期純利益については、特別補修費及び固定資産除却損等を特別損失として計上し、繰延税金資産の回収可能性判断のもと

一部をスケジューリングから外した事により法人税等調整額が増加した一方で、災害による受取保険金を特別利益として計上

した事等により増益となった。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、生産性及び品質の向上並びに省力化、合理化を中心に、全体で1,418百万円の設備投資を実施した。 

 シャッター関連製品事業においては、生産性及び品質向上のため、連結子会社新生精機株式会社の工場設備改善を中心に914百

万円の設備投資を実施した。 

 建材関連製品事業においては、ドアの生産能力増強を目的とした当社、御着工場設備改善を中心に、217百万円の設備投資を実

施した。 

 リフォーム事業においては、連結子会社ゆとりフォーム株式会社の店舗設備改善を中心に11百万円の設備投資を実施した。 

 その他事業（保守、修理、賃貸収入）においては、連結子会社文化シヤッターサービス株式会社の営業管理システム開発を中

心に138百万円の設備投資を実施した。 

 その他、特定のセグメントに区分できない全社（共通）として、当社、「商品履歴管理システム」開発を中心に136百万円の設

備投資を実施した。 

 当連結会計年度完成の主要な設備としては、当社、小山工場を中心とした工場機械設備及び千歳工場の建物がある。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はない。 

  

 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次の通りである。 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいない。 

２．建物66百万円、土地853百万円（45,445㎡）機械装置16百万円を連結子会社のティアール建材㈱へ賃貸している。 

３．土地の[  ]書きは、借地権の面積を示している。 

４．従業員数の（  ）書きは、臨時従業員数を外書きしている。 

５．現在休止中の主要な設備はない。 

  

 

   平成19年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 
（東京都文京区） 

管理業務 
東京地区拠点
統合ビル 

2,541 3
2,067
(1,245)

189 4,802 
380

（38）

本社 
(東京都板橋区) 

その他 
（賃貸収入） 

賃貸用商業 
施設 

1,321 －
511

(5,898)
－ 1,833 

－
（－）

本社 
(埼玉県上尾市)（注２） 

建材関連製品
及びその他
（賃貸収入） 

ドア工場施
設・賃貸用倉
庫及び機械装
置 

81 16
853

(45,445)
－ 950 

－
（－）

札幌支店 
他44支店 
(札幌市白石区他) 

シャッター関
連製品及び建
材関連製品及
びリフォーム 

製品販売設備 590 12
544

(38,472)
29 1,177 

1,269
（379）

小山工場 
(栃木県小山市) 

シャッター関
連製品及び建
材関連製品 

シャッター・
エクステリア
等の生産設備 

485 378
[17,114]

463 
(90,749)

88 1,415 
121
（2）

掛川工場 
(静岡県掛川市) 

建材関連製品
雨戸・エクス
テリア等の生
産設備 

1,532 288
1,052

(78,589)
25 2,898 

80
（4）

BSトレーニングセンター
ＹŪＫＩ 
他１カ所 
(茨城県結城市他) 

管理業務 研修施設 861 0
[340]
116 

(4,462)
6 984 

－
（4）

      平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積㎡) 

その他
（百万円）

合計 
（百万円） 

新生精機㈱ 
工場 
(兵庫県加西
市) 

シャッター
関連製品 

シャッター
開閉機等の
生産設備 

345 384
108

(22,230)
138 977 

68
（17）

文化シヤッター
サービス㈱ 

首都圏サー
ビス支社他
６支社 
(埼玉県戸田
市他) 

その他 
(保守・修
理) 

保守・修理
事業施設 

74 8
273

(835)
5 362 

585
(59）



６．他に主要な賃借及びリース設備として、次のものがある。 

(1）提出会社 

  

(2)国内子会社 

７．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気動向、投資効率等を総合的に勘案し策定している。設備計画は原則的に連結会社各

社が個別に策定しているが、計画策定に当たってはグループ会議において提出会社を中心に調整を図っている。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次の通りである。 

(1）重要な設備の新設 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  

     平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容
年間賃借及びリース料

（百万円） 
リース契約残高（百万円）

全社 
(全国) 

管理業務 

財務情報ネットワーク
システム 
（所有権移転外ファイ
ナンス・リース） 

323 653 

本社 
（東京都板橋区） 

管理業務 
販売財務システム
（所有権移転外ファイ
ナンス・リース） 

157 117 

        平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容
年間賃借及びリー
ス料（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

文化シヤッター
サービス㈱ 

全社 
(全国) 

その他
(保守・修理) 

車両
（所有権移転外ファイ
ナンス・リース） 

205 543

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額
（百万円） 

着手 完了 

当社名古屋
工場 

愛知県
小牧市 

シャッター
関連製品 

土地購入 2,500 － 自己資金 － 平成21年３月 
土地面積
20,000㎡ 

当社商品開
発部 

栃木県
小山市 

シャッター
関連製品及
び建材関連
製品 

試験棟及び
試験装置 

1,000 － 自己資金 平成19年８月 平成20年２月 
建物面積
4,800㎡ 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成14年６月27日開催の定時株主総会決議に基づくその他資本剰余金への振替による減少 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式3,451,231株は「個人その他」に3,451単元及び「単元未満株式の状況」に231株含めて記載している。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれている。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 145,092,000 

計 145,092,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
(平成19年３月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成19年６月28日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 72,196,487 72,196,487
東京証券取引所市場第一
部 

－ 

計 72,196,487 72,196,487 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年８月13日 － 72,196,487 － 15,051 △2,000 12,151

     平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 45 23 153 59 1 3,678 3,959 － 

所有株式数
（単元） 

－ 29,503 674 13,668 5,064 1 22,794 71,704 492,487

所有株式数の
割合（％） 

－ 41.15 0.94 19.06 7.06 0.00 31.79 100 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は6,046千株である。 

２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は3,387千株である。 

３．上記日興シティ信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,785千株である。 

    ４．住生活グループファイナンス㈱から、平成18年７月14日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、同日

現在で以下の通り株式を保有している旨の報告を受けているが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認が

できないため、上記大株主の状況には含めていない。 

      なお、住生活グループファイナンス㈱は、平成18年７月11日付でＪＳファイナンス㈱より商号変更をしている。 

５．スパークス・アセット・マネジメント㈱から、平成19年１月15日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同日現在で

以下の通り株式を保有している旨の報告を受けているが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができな

いため、上記大株主の状況には含めていない。 

  

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２－11－３ 6,046 8.37 

文化シヤッター㈱ 東京都文京区西片１－17－３ 3,451 4.78 

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 3,407 4.72 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱ 

東京都中央区晴海１－８－11 3,387 4.69 

文化シヤッター社員持株会 東京都文京区西片１－17－３ 3,364 4.66 

第一生命保険(相) 東京都千代田区有楽町１－13－１ 3,260 4.51 

文化シヤッター関連企業持株会 東京都文京区西片１－17－３ 3,227 4.47 

日興シティ信託銀行㈱ 東京都品川区東品川２－３－14 1,785 2.47 

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 1,560 2.16 

住友金属工業㈱ 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 1,400 1.93 

計 － 30,891 42.78 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住生活グループファイナン
ス㈱ 

東京都江東区大島２－１－１ 4,160 5.76 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スパークス・アセット・マ
ネジメント㈱ 

東京都品川区大崎１－11－２ゲート
シティ大崎 

3,630 5.03 



６．㈱みずほ銀行及びその共同保有者である㈱みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行㈱から、平成19年１月22日付の大

量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下の通り株式を保有している旨の報告を受け

ているが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれている。また、「議決権の数」の

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 3,407 4.72 

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 836 1.16 

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲１－２－１ 513 0.71 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式
3,451,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式

68,253,000 
68,253 － 

単元未満株式 
普通株式
492,487 

－ － 

発行済株式総数 72,196,487 － － 

総株主の議決権 － 68,253 － 

     平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

文化シヤッター株式会社 
東京都文京区西片１
丁目17番３号 

3,451,000 － 3,451,000 4.78

計 － 3,451,000 － 3,451,000 4.78



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７

号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項なし。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項なし。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式は含まれていない。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式は含まれていない。 

  

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 37,158 26,432,585 

当期間における取得自己株式 5,236 3,660,983 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（単元未満株式の売渡請求による売渡） 

7,194 5,246,132 － －

保有自己株式数 3,451,231 － 3,456,467 － 



３【配当政策】 

 当社の配当政策の基本的な考え方は、財務体質の強化による安定的な利益確保により株主への安定配当を継続することを主旨

とし、１株当たり年間１２円の配当を基準に、さらに業績を勘案した配当を実施することを基本方針としている。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。 

 当事業年度の配当については、年間12円00銭（中間６円00銭、期末６円00銭）の配当を実施することを決定した。 

 この結果、配当性向は52.31％となった。今後も厳しい経営環境は続くものと思われるが、引き続き財務体質の強化に努め、内

部留保にも努める所存である。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めている。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りである。 

    

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成18年11月14日 
取締役会決議 

412 ６

平成19年６月28日 
定時株主総会決議 

412 ６

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 325 600 592 749 802 

最低（円） 244 295 460 519 601 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 677 669 715 705 761 750 

最低（円） 601 623 663 678 691 685 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 
会長 

  岩部 金吾 昭和７年２月26日生

昭和31年８月 ハリウッド化粧品株式会社

入社 

昭和34年11月 当社入社 

昭和39年２月 当社社長室長 

昭和39年５月 当社取締役社長室長就任 

昭和44年１月 当社常務取締役就任 

昭和47年３月 当社専務取締役就任 

昭和59年７月 当社専務取締役辞任 

昭和63年５月 当社顧問 

昭和63年６月 当社専務取締役就任 

平成元年６月 当社代表取締役社長就任 

平成７年５月 当社取締役就任 

平成７年５月 当社取締役相談役就任 

平成９年６月 当社代表取締役会長就任

（現任） 

（注）２ 383

代表取締役 
副会長 

  亀谷 晋 昭和９年８月13日生

昭和34年３月 当社入社 

昭和49年４月 当社営業企画部長 

昭和55年６月 当社取締役中部支社長就任 

昭和58年10月 当社取締役業務本部副本部

長兼業務推進部長 

昭和61年４月 当社取締役新事業企画室長 

平成元年６月 当社常務取締役就任 

平成３年６月 当社専務取締役就任 

平成７年４月 当社専務取締役管理本部長 

平成７年５月 当社代表取締役社長就任 

平成17年４月 当社代表取締役副会長就任

（現任） 

（注）２ 106

代表取締役 
社長執行役員 

  茂木 哲哉 昭和17年12月22日生

昭和42年３月 当社入社 

昭和54年10月 当社東京工場長 

昭和58年10月 北海道文化シヤッター株式

会社代表取締役社長就任 

平成２年10月 当社北海道事業部長 

平成３年６月 当社取締役北海道事業部長

就任 

平成４年４月 当社取締役住建事業部長 

平成５年４月 当社取締役住建本部長 

平成７年４月 当社常務取締役製造本部長

就任 

平成11年４月 当社専務取締役就任 

平成17年４月 当社代表取締役社長就任 

平成19年４月 当社代表取締役社長執行役

員就任（現任） 

（注）２ 65

取締役 
専務執行役員 

営業担当 福田 伸夫 昭和18年12月26日生

昭和43年３月 当社入社 

平成11年４月 当社北海道支社長 

平成13年６月 当社取締役北海道支社長就

任 

平成17年４月 当社常務取締役就任 

平成19年４月 当社取締役専務執行役員営

業担当就任（現任） 

（注）２ 25



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 
常務執行役員 

関西支社長 加賀 嘉宏 昭和22年10月23日生

昭和45年４月 当社入社 

平成14年４月 当社九州支社長 

平成17年４月 当社中部支社長 

平成17年６月 当社取締役中部支社長就任 

平成19年４月 当社取締役常務執行役員関

西支社長就任（現任） 

（注）２ 7

取締役 
常務執行役員 

製造・開発担
当 

八木 利典 昭和22年６月27日生

昭和45年４月 当社入社 

平成13年４月 当社商品開発部長 

平成17年６月 当社取締役商品開発部長就

任 

平成18年４月 当社取締役マーケティング

部長 

平成19年４月 当社取締役常務執行役員製

造・開発担当（現任） 

（注）２ 16

取締役 
上席執行役員 

ＣＳＲ統括部
長 

伊藤 士郎 昭和21年８月13日生

昭和44年３月 当社入社 

平成７年10月 当社資材部長 

平成15年６月 当社取締役製造担当就任 

平成17年４月 当社取締役製造・開発担当 

平成19年４月 当社取締役上席執行役員Ｃ

ＳＲ統括部長就任（現任） 

（注）２ 24

取締役 
上席執行役員 

業務担当 潮崎 敏彦 昭和22年12月13日生

昭和45年３月 当社入社 

平成10年10月 当社人事部長 

平成18年４月 当社執行役員人事部長 

平成19年４月 当社執行役員業務担当 

平成19年６月 当社取締役上席執行役員業

務担当就任（現任） 

（注）２ 13

常勤監査役   志水 忠勝 昭和19年４月22日生

昭和42年３月 当社入社 

平成12年10月 当社秘書室長兼総務部長 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）３ 21

常勤監査役   福嶋 敏之 昭和14年３月18日生

昭和36年４月 五洋建設株式会社入社 

平成元年４月 同社建築営業本部第二部長 

平成３年６月 同社取締役建築営業本部副

本部長就任 

平成10年６月 同社顧問建築営業本部担当 

平成15年６月 同社退社 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）３ ４

監査役   藤村 宏幸 昭和７年12月５日生

昭和30年４月 株式会社荏原製作所入社 

昭和55年７月 同社川崎工場長 

昭和57年７月 同社取締役就任 

昭和61年７月 同社常務取締役就任 

昭和63年６月 同社代表取締役社長就任 

平成８年６月 同社代表取締役会長就任 

平成16年２月 国際連合大学ゼロエミッシ

ョンフォーラム会長（現

任） 

平成16年４月 同社取締役名誉会長就任 

平成16年６月 同社名誉会長 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）３ １



 （注）１．監査役 福嶋敏之、藤村宏幸、飯田英男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

    ２．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

    ３．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ４．当社は、執行役員制度を導入している。平成19年６月28日現在の執行役員の状況は下記の通りである。 

     ＊は、取締役を兼務している。  

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役   飯田 英男 昭和13年11月15日生

昭和41年４月 検事任官 

平成６年４月 和歌山地方検察庁検事正 

平成９年12月 大阪地方検察庁検事正 

平成11年６月 札幌高等検察庁検事長 

平成13年５月 福岡高等検察庁検事長 

平成13年11月 退官 

平成13年12月 東京弁護士会登録 

平成14年１月 奥野総合法律事務所入所 

平成15年４月 関東学院大学法学部教授 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

平成18年６月 株式会社りそなホールディ

ングス社外取締役就任（現

任） 

（注）３ ２

       計   667

執行役員役名 氏名 職名 

＊社長執行役員 茂木 哲哉   

＊専務執行役員 福田 伸夫 営業担当 

＊常務執行役員 加賀 嘉宏 関西支社長 

＊常務執行役員 八木 利典 製造・開発担当 

＊上席執行役員 伊藤 士郎 ＣＳＲ統括部長 

＊上席執行役員 潮崎 敏彦 業務担当 

執行役員 篠塚 裕康 営業推進部長 

 執行役員 塚本 澄雄 北海道支社長 

 執行役員 竹下 信之 経営企画部長 

 執行役員 石黒 恒夫 住建特需支社長 

 執行役員 伊達 正悟 首都圏支社長 

 執行役員 山下 昇 中部支社長 

 執行役員 小野 丈夫 小山工場長 

 執行役員 加藤 邦治 関越支社長 

 執行役員 阿部 正広 マーケティング部長 

 執行役員 但野 進 特販支社長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、当社では、厳しい事業環境のもとで、企業競争力強化の

観点から迅速で適切な経営判断を行うことが重要であると考えている。また、経営の透明性の観点から、経営のチェック機能

の充実及び公平性を保つことが大切であると考え、コーポレート・ガバナンスを充実させるための体制整備やきめ細かい情報

公開を行っていく所存である。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 ①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、社外取締役は選任していない。監査役４名のうち３名が社外監査役である。 

  

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次の通りである。 

 

  

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を

監督する機関と位置付け運営している。 

 内部統制システムについては、平成18年５月開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を決議した。こ

の基本方針に基づき、当社の全ての役員と従業員が効率性、公正性、法令遵守、資産の保全を全業務の中で達成するべく、

展開していく。 

 また、弁護士と顧問契約を結び、適宜、アドバイスを受けており、会計監査人からは、会計監査を通じて、内部統制の

チェックを受けている。 

  

 

（平成19年６月28日現在） 



③内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査体制は、本社に業務監査室（４名）を設置しており、計画的に支社・支店・工場・営業所等の監査を行っ

ている。また、支社業務部に内部監査担当（兼務）を置き、業務監査室作成の内部監査実施要領に従い、支社内事業所の監

査を定期的に行っている。 

 監査役監査は、常勤監査役２名、非常勤監査役２名により適法性、妥当性の面から、取締役会等の重要会議への出席、重

要書類の閲覧、常勤監査役２名による各部門及び子会社の往査等を通じ取締役の業務執行を監査している。また、監査役と

業務監査室及び会計監査人は、随時情報や意見の交換を行い、相互連携を図っている。 

④会計監査の状況 

 会計監査人については、平成19年６月28日開催の当社第61期定時株主総会において「会計監査人選任の件」が承認可決さ

れたことにより、新たに東陽監査法人が当社の会計監査人として選任された。 

当事業年度については、あずさ監査法人による会計監査を受けている。なお、会計監査の体制は次の通りである。 

 （業務を執行した公認会計士の氏名） 

  指定社員 業務執行社員 望月 正芳  （継続監査年数：１年） 

  指定社員 業務執行社員 堀之北 重久 （継続監査年数：２年） 

     （監査業務に係る補助者の構成） 

      公認会計士４名、会計士補等８名、その他３名 

    ⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役は選任していない。監査役は４名のうち３名が社外監査役であり、３名の社外監査役と当社との間において人

的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はない。 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

 製品トラブルによる事故やクレームに迅速に対応すべく、経営危機対応規定や内部情報管理規定、ＰＬ対応実施要領な

ど、危機に関するルールの再整備を実施するとともに、コンタクトセンター（お客様相談室）及びＣＳＲ統括部による全社

的なリスク管理体制の強化を推進している。また、製品事故に関する安全対策に鑑み、当社製品の安全基準の見直しと運用

を再整備している。 

（３）役員報酬等の内容 

 当社の取締役及び監査役に支払った報酬等の内容（平成18年度）は、次の通りである。 

 ①取締役及び監査役に支払った報酬 

      取締役 11名 227百万円 

      監査役 ４名  41百万円 

 ②使用人兼務取締役に対する使用人給与等相当額 

      取締役 ５名  68百万円（賞与を含む） 

 ③利益処分による取締役賞与金の支給額 

      取締役 12名 90百万円 

 ④株主総会決議に基づく役員退職慰労金 

      取締役 １名  ９百万円 

（４）監査報酬の内容 

 当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬金額は、20百

万円である。また、それ以外の業務「財務報告に係る内部統制アドバイザリー業務」に基づく報酬金額は、0百万円である。

  （５）取締役の員数 

     平成19年６月28日開催の当社第61期定時株主総会において「定款一部変更の件」が承認可決されたことにより、取締役の

員数が11名以内から８名以内へ変更となった。 

  （６）株主総会の特別決議要件 

     株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につい

て、「議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う」旨定款に定めている。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、第60期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第61期事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当連結

会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第60期事業年度（平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで）及び第61期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人に

より監査を受けている。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     11,960 9,763 

２．受取手形及び売掛金 ※７   33,633 37,177 

３．たな卸資産     11,258 11,677 

４．繰延税金資産     1,019 990 

５．その他の流動資産     2,199 2,430 

６．貸倒引当金     △262 △243 

流動資産合計     59,808 59.7 61,796 61.4

Ⅱ 固定資産      

(1)有形固定資産 ※1.3    

１．建物及び構築物     9,694 9,415 

２．機械装置及び運搬具     1,865 1,920 

３．工具器具及び備品     756 724 

４．土地     7,789 7,789 

５．建設仮勘定     50 153 

有形固定資産合計     20,156 20.2 20,003 19.9

(2)無形固定資産     1,001 1.0 1,006 1.0

(3)投資その他の資産      

１．投資有価証券 ※２   10,522 9,686 

２．更生債権等     554 546 

３．繰延税金資産     6,309 5,939 

４．その他の投資その他
の資産 

    2,479 2,339 

５．貸倒引当金     △716 △649 

投資その他の資産合計     19,150 19.1 17,863 17.7

固定資産合計     40,308 40.3 38,873 38.6

資産合計     100,116 100.0 100,669 100.0

       



 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金 ※７   22,989 24,116 

２．短期借入金 ※３   1,750 1,713 

３．未払法人税等     1,468 601 

４．未払消費税等     359 358 

５．未払費用     4,993 5,747 

６．賞与引当金     2,011 2,061 

７．役員賞与引当金     － 100 

８．工事損失引当金     43 81 

９．設備関係支払手形 ※７   43 101 

10．その他の流動負債     2,079 2,128 

流動負債合計     35,740 35.7 37,011 36.8

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 ※３   97 12 

２．退職給付引当金     16,708 15,780 

３．役員退職慰労引当金     850 872 

４．受入保証金 ※３   2,271 2,174 

５．長期前受収益 ※３   201 187 

６．連結調整勘定     38 － 

７．その他の固定負債     149 125 

固定負債合計     20,317 20.3 19,153 19.0

負債合計     56,058 56.0 56,164 55.8



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（少数株主持分）      

少数株主持分     － － － －

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※５   15,051 15.0 － －

Ⅱ 資本剰余金     14,159 14.2 － －

Ⅲ 利益剰余金     12,933 12.9 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    3,114 3.1 － －

Ⅴ 自己株式 ※６   △1,200 △1.2 － －

資本合計     44,058 44.0 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    100,116 100.0 － －

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 15,051 14.9

２．資本剰余金     － － 14,162 14.1

３．利益剰余金     － － 13,971 13.9

４．自己株式     － － △1,224 △1.2

株主資本合計     － － 41,961 41.7

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 2,542 2.5

評価・換算差額等合計     － － 2,542 2.5

純資産合計     － － 44,504 44.2

負債純資産合計     － － 100,669 100.0

       



②【連結損益計算書】 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     115,472 100.0 120,208 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２   84,567 73.2 88,917 74.0

売上総利益     30,904 26.8 31,291 26.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2   26,996 23.4 27,070 22.5

営業利益     3,907 3.4 4,220 3.5

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   13 28  

２．受取配当金   89 121  

３．受取賃貸料   45 60  

４．受取保険金   25 45  

５．連結調整勘定償却額   38 －  

６．負ののれん償却額   － 38  

７．その他有価証券収益分
配金 

  67 －  

８．その他の営業外収益   135 415 0.4 97 391 0.3

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   60 64  

２．その他の営業外費用   45 106 0.1 47 112 0.1

経常利益     4,217 3.7 4,500 3.7

Ⅵ 特別利益      

１．固定資産売却益 ※３ 0 7  

２．投資有価証券売却益   47 －  

３．貸倒引当金戻入額   24 6  

４．会員権等処分益   11 －  

５．災害受取保険金   27 40  

６．その他の特別利益   － 109 0.1 1 56 0.1

       



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失      

１．棚卸資産除却損   20 29  

２．固定資産売却損 ※４ 0 0  

３．固定資産除却損 ※５ 56 48  

４．投資有価証券売却損   5 －  

５．投資有価証券評価損   9 36  

６．会員権等処分損   11 6  

７．会員権等評価損   6 26  

８．特別補修費   99 96  

９．減損損失 ※６ 233 －  

10．割増退職金   － 32  

11．その他の特別損失   64 507 0.5 7 284 0.2

税金等調整前当期純利
益 

    3,819 3.3 4,271 3.6

法人税、住民税及び事
業税 

  1,858 1,521  

法人税等調整額   53 1,912 1.6 786 2,308 2.0

当期純利益     1,907 1.7 1,963 1.6

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   14,155

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １．自己株式処分差益   3 3

Ⅲ 資本剰余金期末残高   14,159

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   12,068

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益   1,907 1,907

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金   929

２．役員賞与   112

（うち監査役分）   (－) 1,041

Ⅳ 利益剰余金期末残高   12,933

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

（注）当社の平成18年６月の定時株主総会及び連結子会社の平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

15,051 14,159 12,933 △1,200 40,944

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △412   △412

剰余金の配当   △412   △412

役員賞与（注）   △100   △100

当期純利益   1,963   1,963

自己株式の取得   △26 △26

自己株式の処分   2 2 5

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 2 1,038 △23 1,017

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

15,051 14,162 13,971 △1,224 41,961

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,114 3,114 44,058

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当（注）   △412

剰余金の配当   △412

役員賞与（注）   △100

当期純利益   1,963

自己株式の取得   △26

自己株式の処分   5

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△571 △571 △571

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△571 △571 445

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,542 2,542 44,504



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益 

  3,819 4,271 

減価償却費   1,492 1,437 

減損損失   233 － 

連結調整勘定償却額   △38 － 

負ののれん償却額   － △38 

貸倒引当金の増減額   △269 △85 

賞与引当金の増減額   △70 50 

役員賞与引当金の増減
額 

  － 100 

退職給付引当金の増減
額 

  △505 △927 

受取利息及び受取配当
金 

  △103 △150 

支払利息   60 64 

投資有価証券評価損   9 36 

会員権等評価損   6 26 

会員権等処分損   11 6 

投資有価証券売却益   △47 － 

投資有価証券売却損   5 － 

固定資産処分損益   56 41 

売上債権の増減額   △824 △3,543 

たな卸資産の増減額   △283 △419 

仕入債務の増減額   1,053 1,127 

受入保証金の増減額   △30 △96 

その他資産の増減額   377 △99 

その他負債の増減額   △40 711 

役員賞与の支払額   △112 △100 

その他   △67 △162 

小計   4,732 2,248 



  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取
額 

  103 149 

利息の支払額   △60 △64 

法人税等の支払額   △47 △2,225 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  4,728 109 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の純増減額   1 6 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  234 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △1,795 △160 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  2 18 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △568 △986 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △357 △220 

貸付けによる支出   △115 △109 

貸付金の回収による収
入 

  127 121 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △2,470 △1,330 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額   △115 16 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △453 △138 

自己株式取得による支
出 

  △30 △21 

配当金の支払額   △929 △825 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,529 △969 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  △0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額又は減少額 

  728 △2,190 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  11,041 11,770 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 11,770 9,579 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  12社 連結子会社の数  12社 

  主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 

  新生精機株式会社 

文化シヤッターサービス株式会社 

株式会社テンパル 

ゆとりフォーム株式会社は新規設立によ

り当連結会計年度より連結の範囲に含め

ている。 

新生精機株式会社 

文化シヤッターサービス株式会社 

ゆとりフォーム株式会社 

株式会社テンパル 

２．持分法の適用に関する事

項 

関連会社文化シヤッター秋田販売株式会

社他１社に対する投資については、それ

ぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外している。 

文化シヤッター秋田販売株式会社他１社

の利益及び剰余金が連結利益及び剰余金

に占める割合は会社間項目の消去前でそ

れぞれ0.4％及び0.3％である。 

なお、利益基準の適用に当たっては、

近５年間の平均によっている。 

関連会社文化シヤッター秋田販売株式会

社他１社に対する投資については、それ

ぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外している。 

文化シヤッター秋田販売株式会社他１社

の利益及び剰余金が連結利益及び剰余金

に占める割合は会社間項目の消去前でそ

れぞれ0.2％及び0.3％である。 

なお、利益基準の適用に当たっては、

近５年間の平均によっている。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と同じ

である。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

  ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 

  製品・仕掛品 同左 

  主として総平均法による原価法   

  原材料   

  主として 終仕入原価法による原

価法 

  

  商品・貯蔵品   

  主として個別法による原価法   



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

  イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）

については定額法によっている。 

なお、主な耐用年数は次の通りであ

る。 

同左 

  建物及び構築物   ３～65年 

機械装置及び運搬具 ３～13年 

  

  また、取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、３

年間で均等償却している。 

  

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってい

る。 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金の計上基準 イ 貸倒引当金の計上基準 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ている。 

同左 

  ロ 賞与引当金の計上基準 ロ 賞与引当金の計上基準 

  従業員の賞与支給に備えるため設定

したもので、支給見込額に基づき計

上している。 

同左 

  ────── ハ 役員賞与引当金の計上基準 

    役員の賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度末における支給見込額

に基づき計上している。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用し

ている。これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ100百万円減少してい

る。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ニ 退職給付引当金の計上基準 ニ 退職給付引当金の計上基準 

  当社及び連結子会社のうち４社は、

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。その他の連結子会社

は、退職給付の重要性が乏しいため

退職給付会計基準における簡便法

（当連結会計年度末における要支給

額の100％相当額を計上）を適用し

ている。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしている。ま

た、過去勤務債務は、従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理す

ることとしている。 

同左 

  ホ 役員退職慰労引当金の計上基準 ホ 役員退職慰労引当金の計上基準 

  役員の退職金支給に備えるため、そ

れぞれの内規に基づく期末要支給額

全額を計上している。 

役員の退職金支給に備えるため、そ

れぞれの内規に基づく期末要支給額

全額を計上している。 

なお、当社は、平成18年６月29日の

定時株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度を廃止し、それまでの在

任期間に対応する金額は対象役員の

退任時に支払うこととしているた

め、役員退職慰労引当金について

は、制度廃止以降の繰入れはなく、

対象役員の退任時に取り崩すことと

している。 

  ヘ 工事損失引当金の計上基準 ヘ 工事損失引当金の計上基準 

  工事の完成に伴い発生することが確

実な受注工事の損失に備えるため、

工事原価の発生見込額が受注金額を

超過する可能性が高い期末手持工事

のうち、当該超過額を合理的に見積

ることが可能となった工事につい

て、翌連結会計年度以降の損失見込

額を計上している。 

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し

換算差額は損益として処理してい

る。 

同左 

  (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

同左 

  (6）消費税等の会計処理 (6）消費税等の会計処理 

  税抜方式によっている。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っている。 

────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

────── 負ののれんの償却については、５年間の

定額法により償却を行っている。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は連結会社の利益処分

について、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成している。 

────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっている。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

している。これにより税金等調整前当期純利益は233

百万円減少している。 

なお、減損損失計上を行ったものは土地勘定のみであ

り、当該土地に係る減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき土地勘定の金額から直

接控除している。 

  



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用している。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は44,504百万

円である。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （連結損益計算書） 

１．連結損益計算書の「割増退職金」については、

前連結会計年度まで、特別損失の「その他の特別

損失」に含めて表示していたが、当連結会計年度

において、特別損失の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記することに変更した。なお、前連結

会計年度の「その他の特別損失」に含まれている

「割増退職金」は31百万円である。 

２．前連結会計年度において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当連結会計年

度から、「負ののれん償却額」と表示している。 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当連結会計年度から、

「負ののれん償却額」と表示している。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額は25,034百万円で

ある。 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額は25,857百万円で

ある。 

※２. 関連会社に係る注記 ※２. 関連会社に係る注記 

   関連会社に対するものは次の通りである。    関連会社に対するものは次の通りである。 

  
  
投資有価証券（株式） 4百万円   投資有価証券（株式） 4百万円

※３. 担保に供されている資産 ※３. 担保に供されている資産 

  
  
担保資産  

建物及び構築
物 

2,255百万円 (868百万円)

機械装置及び
運搬具 

156百万円 (156百万円)

工具器具及び
備品 

1百万円 (1百万円)

土地 1,029百万円 (517百万円)

合計 3,442百万円 (1,543百万円)

担保付債務  

短期借入金 930百万円 (930百万円)

長期借入金 234百万円 (234百万円)

（１年以内返済予定額含む） 

受入保証金 1,561百万円 (-百万円)

長期前受収益 193百万円 (-百万円)

合計 2,919百万円 (1,164百万円)

  担保資産  

建物及び構築
物 

2,146百万円 (824百万円)

機械装置及び
運搬具 

270百万円 (270百万円)

工具器具及び
備品 

0百万円 (0百万円)

土地 1,029百万円 (517百万円)

合計 3,446百万円 (1,613百万円)

担保付債務  

短期借入金 930百万円 (930百万円)

長期借入金 96百万円 (96百万円)

（１年以内返済予定額含む） 

受入保証金 1,479百万円 (-百万円)

長期前受収益 180百万円 (-百万円)

合計 2,685百万円 (1,026百万円)

  上記のうち、（ ）内書は工場財団抵当並びに対

応債務を示している。 

  上記のうち、（ ）内書は工場財団抵当並びに対

応債務を示している。 

 ４. 受取手形裏書譲渡高 193百万円  ４. 受取手形裏書譲渡高 181百万円

※５. 当社の発行済株式総数は、普通株式72,196,487株

である。 

※５. ────── 

※６. 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

3,421,267株である。 

※６. ────── 

※７. ────── ※７. 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であ

ったが、満期日に決済が行われたものとして処理

している。当連結会計年度末日満期手形の金額は

次の通りである。 

受取手形 1,138百万円

支払手形 384百万円

設備関係支払手形 11百万円



（連結損益計算書関係） 

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りである。 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りである。 

  
  

  

減価償却費 509百万円

貸倒引当金繰入額・貸倒損失 96百万円

賞与引当金繰入額 1,230百万円

退職給付費用 1,056百万円

役員退職慰労引当金繰入額 113百万円

役員報酬・賞与及び給与手当 11,238百万円

  減価償却費 484百万円

貸倒引当金繰入額 160百万円

貸倒損失 69百万円

賞与引当金繰入額 1,263百万円

役員賞与引当金繰入額 100百万円

退職給付費用 909百万円

役員退職慰労引当金繰入額 36百万円

役員報酬・賞与及び給与手当 11,365百万円

※２. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               1,701百万円 

※２. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               1,567百万円 

※３. 固定資産売却益は、機械装置及び運搬具の売却益 

0百万円他によるものである。 

※３. 固定資産売却益は、機械装置及び運搬具の売却益 

7百万円他によるものである。 

※４. 固定資産売却損は、機械装置及び運搬具の売却損 

0百万円他によるものである。 

※４. 固定資産売却損は、機械装置及び運搬具の売却損 

0百万円他によるものである。 

※５. 固定資産除却損は、建物及び構築物25百万円、機

械装置及び運搬具18百万円並びに工具器具及び備

品11百万円他によるものである。 

※５. 固定資産除却損は、建物及び構築物30百万円、機

械装置及び運搬具7百万円並びに工具器具及び備

品10百万円他によるものである。 

※６. 減損損失 ※６. ────── 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上した。 

    

    
場所 用途 種類 その他 

山梨 県
南 アル
プス市 

建材製造設備
用土地 

土地 連結子会社㈱
ビーエス建材
使用 

    

  当社グループは、原則として事業部門別に区分し

グルーピングをしている。時価の著しい下落及び

収益性の著しい低下により、上記の土地の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（170百万円）として特別損失に計上した。 

なお、当該土地の回収可能価額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローを

4.3％で割り引いて算定している。 

    



  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加37,158株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少7,194株は、単元未満株式の売渡しによる減少である。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

    
場所 用途 種類 その他 

栃 木県
小山市 

賃 貸 不 動 産
（事務 所・店
舗用土地） 

土地 遊休資産 

    

  当社グループは、原則として事業部門別に区分し

将来の使用が見込まれていない遊休資産について

は、個別の物件単位でグルーピングをしている。 

今後の利用計画も無く、時価も著しく下落してい

るため、上記の土地の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（63百万円）と

して特別損失に計上した。 

なお、当該土地の回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、固定資産税評価額を基に評

価している。 

    

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 72,196,487 － － 72,196,487 

合計 72,196,487 － － 72,196,487 

自己株式 

普通株式（注１．２） 3,421,267 37,158 7,194 3,451,231 

合計 3,421,267 37,158 7,194 3,451,231 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 412 6 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月14日 
取締役会 

普通株式 412 6 平成18年９月30日 平成18年12月11日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 412 利益剰余金 6 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 11,960百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期
預金 

△190百万円

現金及び現金同等物 11,770百万円

現金及び預金勘定 9,763百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期
預金 

△183百万円

現金及び現金同等物 9,579百万円



（リース取引関係） 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

〈借主側〉 〈借主側〉 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

457 200 256

工具器具及び
備品 

2,677 1,267 1,409

合計 3,134 1,468 1,665

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

465 223 241 

工具器具及び
備品 

2,734 1,562 1,172 

合計 3,199 1,786 1,413 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 680百万円

１年超 1,003 

計 1,684 

１年以内 689百万円

１年超 750 

計 1,440 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 693百万円

減価償却費相当額 668百万円

支払利息相当額 32百万円

支払リース料 761百万円

減価償却費相当額 717百万円

支払利息相当額 28百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっている。 

同左 

〈貸主側〉 〈貸主側〉 

該当事項なし。 該当事項なし。 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

〈借主側〉 〈借主側〉 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 15百万円

１年超 83 

計 98 

１年以内 15百万円

１年超 67 

計 83 



  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

〈貸主側〉 〈貸主側〉 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 316百万円

１年超 4,284 

計 4,601 

１年以内 316百万円

１年超 3,968 

計 4,284 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はない。 リース資産に配分された減損損失はない。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行ったものはない。なお、当該株式の

減損処理の基準については、時価が取得原価に比べて、50％以上の下落率によっている。 

２．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について36百万円減損処理を行っている。なお、当該株式

の減損処理の基準については、時価が取得原価に比べて、50％以上の下落率によっている。 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式 4,009 9,243 5,234 3,266 7,614 4,347

(2)債券  

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 4,009 9,243 5,234 3,266 7,614 4,347

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式 21 16 △4 786 705 △81

(2）債券  

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 21 16 △4 786 705 △81

合計 4,030 9,259 5,229 4,053 8,320 4,266

前連結会計年度
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

181 47 5 － － －



３．時価のない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

区分 
前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券 － － 

合計 － － 

(2)その他有価証券 

非上場株式 1,258 1,361 

合計 1,258 1,361 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社のうち５社は、確定給付型の制度として、基金型企業年金制度及び退職一時金制度を設けており、

従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。また、連結子会社のうち４社は退職一時金制度を設けており、

３社は退職給付制度を設けていない。 

 なお、厚生年金基金は昭和46年８月に設立し、平成２年４月より退職給与の一部（15％相当額）を厚生年金基金制度へ

移行、平成16年１月より厚生年金基金制度から企業年金基金制度へ移行している。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用している。 

  

 

    前連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在）

  (1）退職給付債務 △22,733百万円 △22,824百万円

  (2）年金資産 5,658百万円 7,418百万円

  (3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) △17,075百万円 △15,406百万円

  (4) 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円 ―百万円

  (5）未認識数理計算上の差異 525百万円 △241百万円

  (6）未認識過去勤務債務（債務の減額） △159百万円 △132百万円

  (7）連結貸借対照表計上額純額 
(3)＋(4)＋(5)＋(6) 

△16,708百万円 △15,780百万円

  (8) 前払年金費用 ―百万円 ―百万円

  (9）退職給付引当金 (7)－(8) △16,708百万円 △15,780百万円



３．退職給付費用の内訳 

 （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上している。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

    前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

  (1）勤務費用（注） 998百万円 1,005百万円

  (2）利息費用 448百万円 454百万円

  (3）期待運用収益 △89百万円 △172百万円

  (4）会計基準変更時差異の費用処理額 ―百万円 ―百万円

  (5）数理計算上の差異の費用処理額 378百万円 225百万円

  (6）過去勤務債務の費用処理額 △26百万円 △26百万円

  (7）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6) 1,709百万円 1,486百万円

    前連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在）

  (1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

  (2）割引率 2.0％ 2.0％ 

  (3）期待運用収益率 3.0％ 3.0％ 

  (4）過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により費用処理すること

としている。） 

同左 

  (5）数理計算上の差異の処理年数 10年（各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としている。） 

同左 



（税効果会計関係） 

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産  

退職給付引当金 6,752百万円

投資有価証券評価損 888 

賞与引当金 815 

役員退職慰労引当金 344 

減損損失 94 

貸倒引当金 72 

その他有価証券評価差額金 1 

その他 684 

繰延税金資産小計 9,654 

評価性引当額 △186 

繰延税金資産合計 9,468 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △2,120 

土地圧縮積立金 △18 

繰延税金負債合計 △2,139 

繰延税金資産の純額 7,328 

繰延税金資産  

退職給付引当金 6,365百万円

投資有価証券評価損 885 

賞与引当金 837 

役員退職慰労引当金 353 

減損損失 94 

貸倒引当金 63 

その他有価証券評価差額金 32 

その他 623 

繰延税金資産小計 9,257 

評価性引当額 △545 

繰延税金資産合計 8,711 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,762 

土地圧縮積立金 △18 

繰延税金負債合計 △1,780 

繰延税金資産の純額 6,930 

（注）１．当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は連結貸借対照表の以下の項目に含まれてい

る。 

（注）１．当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は連結貸借対照表の以下の項目に含まれてい

る。 
  

流動資産－繰延税金資産 1,019百万円

固定資産－繰延税金資産 6,309 

流動負債－繰延税金負債 － 

固定負債－繰延税金負債 － 

流動資産－繰延税金資産 990百万円

固定資産－繰延税金資産 5,939 

流動負債－繰延税金負債 － 

固定負債－繰延税金負債 － 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.49％

（調整）  

住民税均等割等 4.61％

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.14％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.47％

評価性引当額 2.48％

法人税額の特別控除額 △2.80％

その他 1.62％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.07％

法定実効税率 40.49％

（調整）  

住民税均等割等 3.98％

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.84％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.55％

評価性引当額 8.41％

法人税額の特別控除額 △1.77％

その他 △0.37％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.03％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次の通りである。 

 （注）１．事業区分は、売上集計区分によっている。 

２．各事業の主要な製品 

(1）シャッター関連製品事業……軽量シャッター・重量シャッター・オーバードア・パネルシャッター・シャッター関連 

(2) 建材関連製品事業……………雨戸・エクステリア・ドア・パーティション 

(3) リフォーム事業………………リフォーム 

(4) その他事業……………………保守・修理・賃貸収入 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,895百万円であり、その主なものは、当社本社

の総務部、人事部等管理部門に係る費用である。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は26,885百万円であり、その主なものは、当社での余資運用資

金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産である。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用の償却額が含まれている。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準を適用している。これにより、当連結会計年度末における建材関連製品事業の資産は170百万円、その他事

業の資産は63百万円減少している。 

  
 

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

シャッター関
連製品事業
（百万円） 

建材関連製
品事業 
（百万円） 

リフォーム
事業 

（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 47,674 45,666 8,566 13,564 115,472 － 115,472

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高 

1,750 10 － 654 2,415 (2,415) －

計 49,425 45,677 8,566 14,219 117,888 (2,415) 115,472

営業費用 44,941 44,197 8,601 13,340 111,081 483 111,564

営業利益又は営業損失
（△） 

4,483 1,479 △34 878 6,806 (2,898) 3,907

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

   

資産 33,016 27,973 476 12,312 73,778 26,338 100,116

減価償却費 543 421 15 134 1,115 392 1,508

減損損失 － 170 － 63 233 － 233

資本的支出 360 254 6 34 655 139 794



 （注）１．事業区分は、売上集計区分によっている。 

２．各事業の主要な製品 

(1）シャッター関連製品事業……軽量シャッター・重量シャッター・オーバードア・パネルシャッター・窓シャッター・

シャッター関連 

(2) 建材関連製品事業……………エクステリア・横引き雨戸・ドア・パーティション 

(3) リフォーム事業………………リフォーム 

(4) その他事業……………………保守・修理・賃貸収入 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,865百万円であり、その主なものは、当社本社

の総務部、人事部等管理部門に係る費用である。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は22,615百万円であり、その主なものは、当社での余資運用資

金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産である。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用の償却額が含まれている。 

    ６．会計方針の変更 

      「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（3）ハに記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場

合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は100百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

     

 

  

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

シャッター関
連製品事業
（百万円） 

建材関連製
品事業 
（百万円） 

リフォーム
事業 

（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 57,943 40,603 7,561 14,100 120,208 － 120,208

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高 

2,008 5 2 787 2,804 (2,804) －

計 59,952 40,609 7,564 14,887 123,013 (2,804) 120,208

営業費用 55,206 39,411 7,482 13,821 115,922 65 115,987

営業利益 4,745 1,198 81 1,065 7,091 (2,870) 4,220

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

   

資産 40,480 26,531 1,593 10,068 78,674 21,994 100,669

減価償却費 573 355 14 142 1,085 367 1,452

資本的支出 914 217 11 138 1,282 136 1,418



７．事業区分の変更 

      前連結会計年度において「建材関連製品事業」に含めて表示していた「窓シャッター」は、当連結会計年度より

「シャッター関連製品事業」へ表示を変更している。この変更は、平成18年４月より新たにスタートした「文化シヤッ

ターグループ中期経営計画（平成18年度～平成20年度）」の策定に伴い、製品の類似性の見直しを行い、「シャッター

関連製品事業」の経営実態をより適切に表示するために行ったものである。なお、前連結会計年度の「建材関連製品事

業」に含めて表示していた「窓シャッター」の外部顧客に対する売上高は7,373百万円、セグメント間の内部売上高又は

振替高は－百万円、営業費用は7,293百万円、営業利益は80百万円、資産は3,879百万円、減価償却費は25百万円、減損

損失は－百万円、資本的支出は22百万円である。また、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において

用いた事業区分の方法により区分すると次の通りとなる。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略している。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略している。 

  

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

シャッター関
連製品事業
（百万円） 

建材関連製
品事業 
（百万円） 

リフォーム
事業 

（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 55,048 38,293 8,566 13,564 115,472 － 115,472

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高 

1,750 10 － 654 2,415 (2,415) －

計 56,798 38,303 8,566 14,219 117,888 (2,415) 115,472

営業費用 52,234 36,904 8,601 13,340 111,081 483 111,564

営業利益又は営業損失
（△） 

4,564 1,398 △34 878 6,806 (2,898) 3,907

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

   

資産 36,895 24,094 476 12,312 73,778 26,338 100,116

減価償却費 568 396 15 134 1,115 392 1,508

減損損失 － 170 － 63 233 － 233

資本的支出 383 231 6 34 655 139 794



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

     該当事項なし。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

     該当事項なし。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 639円14銭

１株当たり当期純利益金額 26円23銭

１株当たり純資産額 647円38銭

１株当たり当期純利益金額 28円56銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 1,907 1,963 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 101 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (101) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,805 1,963 

期中平均株式数（株） 68,828,063 68,759,166 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の通りである。 

  

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,612 1,628 1.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 138 85 1.2 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 97 12 1.4 
平成20年４月～

24年１月 

その他の有利子負債（預り営業保証金） 509 501 2.1 － 

合計 2,358 2,226 － － 

    
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  長期借入金 11 0 0 0 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

 

   
第60期

（平成18年３月31日） 
第61期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     9,387 6,214 

２．受取手形 ※5.6   12,824 12,950 

３．売掛金 ※５   18,769 22,092 

４．商品     2,257 2,225 

５．製品     5,071 5,069 

６．原材料     2,002 2,219 

７．仕掛品     484 496 

８．貯蔵品     101 129 

９．前渡金     1,253 1,382 

10．前払費用     241 277 

11．繰延税金資産     774 709 

12．短期貸付金 ※５   122 124 

13．従業員に対する短期貸
付金 

    50 52 

14．未収入金     510 566 

15．立替金     61 67 

16．その他の流動資産     10 8 

17．貸倒引当金     △213 △209 

流動資産合計     53,710 58.8 54,378 60.3



  

 

   
第60期

（平成18年３月31日） 
第61期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産      

(1)有形固定資産 ※１    

１．建物   17,231 17,461  

減価償却累計額   8,588 8,642 9,088 8,373 

２．構築物   1,738 1,768  

減価償却累計額   1,378 359 1,412 356 

３．機械及び装置   9,164 9,293  

減価償却累計額   7,659 1,505 7,843 1,449 

４．車両及び運搬具   190 184  

減価償却累計額   171 18 159 25 

５．工具器具及び備品   3,517 3,512  

減価償却累計額   2,889 627 2,961 551 

６．土地     6,810 6,810 

７．建設仮勘定     42 126 

有形固定資産合計     18,006 19.8 17,692 19.6

(2)無形固定資産      

１．特許権     85 74 

２．借地権     120 120 

３．電話加入権     136 136 

４．ソフトウェア     385 338 

５．その他の無形固定資
産 

    107 124 

無形固定資産合計     836 0.9 794 0.9



  

 

   
第60期

（平成18年３月31日） 
第61期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券     10,465 9,629 

２．関係会社株式     581 591 

３．出資金     18 18 

４．長期貸付金     133 130 

５．従業員に対する長期
貸付金 

    58 55 

６．関係会社長期貸付金     352 352 

７．更生債権等     511 504 

８．長期前払費用     86 60 

９．繰延税金資産     5,291 5,033 

10．長期未収入金     27 3 

11．差入保証金     76 64 

12．事業保険     326 326 

13．敷金     866 824 

14．会員権等     616 538 

15．貸倒引当金     △697 △702 

16. 投資損失引当金     － △63 

投資その他の資産合計     18,716 20.5 17,368 19.2

固定資産合計     37,559 41.2 35,855 39.7

資産合計     91,270 100.0 90,233 100.0

       



  

 

   
第60期

（平成18年３月31日） 
第61期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形 ※5.6   8,064 7,984 

２．買掛金 ※５   13,641 14,038 

３．短期借入金 ※１   1,580 1,580 

４．未払金     148 125 

５．未払法人税等     1,227 298 

６．未払消費税等     278 206 

７．未払費用 ※５   4,665 5,271 

８．前受金     1,676 1,441 

９．預り金     153 133 

10．賞与引当金     1,534 1,500 

11. 役員賞与引当金     － 90 

12. 工事損失引当金     43 81 

13．設備関係支払手形     39 32 

流動負債合計     33,052 36.2 32,782 36.3

Ⅱ 固定負債      

１．退職給付引当金     14,261 13,522 

２．役員退職慰労引当金     788 794 

３．受入保証金 ※１   2,235 2,145 

４．長期前受収益 ※１   201 187 

固定負債合計     17,486 19.2 16,650 18.5

負債合計     50,539 55.4 49,432 54.8



  

 

   
第60期

（平成18年３月31日） 
第61期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   15,051 16.5 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   12,151 －  

２．その他資本剰余金      

(1)資本準備金減少差益   2,000 －  

(2)自己株式処分差益   8 －  

資本剰余金合計     14,159 15.5 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．任意積立金      

(1)土地圧縮積立金   26 －  

(2)別途積立金   7,000 －  

２．当期未処分利益   2,585 －  

利益剰余金合計     9,611 10.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    3,108 3.4 － －

Ⅴ 自己株式 ※３   △1,200 △1.3 － －

資本合計     40,731 44.6 － －

負債及び資本合計     91,270 100.0 － －

       



  

  

   
第60期

（平成18年３月31日） 
第61期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 15,051 16.7

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 12,151  

(2）その他資本剰余金   － 2,011  

資本剰余金合計     － － 14,162 15.7

３．利益剰余金      

(1）その他利益剰余金      

土地圧縮積立金   － 26  

別途積立金   － 8,000  

繰越利益剰余金   － 2,247  

利益剰余金合計     － － 10,273 11.4

４．自己株式     － － △1,224 △1.4

株主資本合計     － － 38,263 42.4

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 2,537 2.8

評価・換算差額等合計     － － 2,537 2.8

純資産合計     － － 40,800 45.2

負債純資産合計     － － 90,233 100.0

       



②【損益計算書】 

  

 

   
第60期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高      

売上高   104,034 104,034 100.0 102,337 102,337 100.0

Ⅱ 売上原価      

１．期首商品たな卸高   2,473 2,257  

２．期首製品たな卸高   4,467 5,071  

３．当期製品製造原価 ※１ 37,602 39,335  

４．取付経費   13,285 14,699  

５．当期商品仕入高   27,336 24,071  

合計   85,165 85,434  

６．他勘定振替高 ※２ 36 115  

７．期末商品たな卸高   2,257 2,225  

８．期末製品たな卸高   5,071 77,800 74.8 5,069 78,023 76.2

売上総利益     26,234 25.2 24,314 23.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

販売費及び一般管理費 ※1.3 23,498 23,498 22.5 21,470 21,470 21.0

営業利益     2,736 2.7 2,844 2.8

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息 ※８ 19 34  

２．受取配当金 ※８ 559 562  

３．受取賃貸料 ※８ 61 76  

４．受取保険金   20 36  

５．その他の営業外収益 ※８ 181 842 0.8 81 791 0.8

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   55 62  

２．その他の営業外費用   34 90 0.1 25 87 0.1

経常利益     3,488 3.4 3,548 3.5



  

 

   
第60期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益      

１．固定資産売却益 ※４ 0 5  

２．投資有価証券売却益   45 －  

３．会員権等処分益   11 －  

４．貸倒引当金戻入額   36 －  

５．廃材処分益   － 1  

６．災害受取保険金   27 120 0.1 40 46 0.0

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産売却損 ※５ 0 －  

２．固定資産除却損 ※６ 52 20  

３．減損損失 ※９ 245 －  

４．貸倒引当金繰入額   － 47  

５．投資損失引当金繰入額   － 63  

６．投資有価証券売却損   5 －  

７．投資有価証券評価損   9 36  

８．会員権等処分損   11 6  

９．会員権等評価損   6 26  

10．特別補修費   95 76  

11．割増退職金   － 32  

12．その他の特別損失 ※７ 64 490 0.5 7 316 0.3

税引前当期純利益     3,118 3.0 3,277 3.2

法人税、住民税及び事
業税 

  1,377 989  

法人税等調整額   52 1,429 1.4 711 1,700 1.7

当期純利益     1,688 1.6 1,577 1.5

前期繰越利益     1,309 － 

中間配当額     412 － 

当期未処分利益     2,585 － 

       



製造原価明細書 

注記 

  

  

    
第60期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   24,056 63.8 25,703 65.1 

Ⅱ 労務費   4,034 10.7 4,006 10.2 

Ⅲ 外注加工費   3,254 8.6 3,329 8.4 

Ⅳ 製造経費   6,382 16.9 6,418 16.3 

（うち減価償却費）   （760） （746） 

（うち荷造・運賃）   （3,166） （3,214） 

当期総製造費用   37,728 100.0 39,457 100.0 

期首仕掛品たな卸高   461 484 

合計   38,190 39,942 

他勘定振替高 ※ 103 110 

期末仕掛品たな卸高   484 496 

当期製品製造原価   37,602 39,335 

内訳 第60期 第61期 

※ 他勘定振替高 内訳は下記の通りである。 内訳は下記の通りである。 

  
  
有償支給 33百万円

特別補修費 4 

販売促進費 10 

研究開発費他 55 

計 103 
  

有償支給 29百万円

販売促進費 8 

研究開発費他 72 

計 110 

原価計算の方法 当社の原価計算は、製品別単純総合原価計算を採用している。原価の分類は材料

費、労務費、外注加工費、製造経費で労務費及び製造間接費は実際作業時間を基準

として実績額を配賦している。 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

    
第60期

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（当期未処分利益の処分）  

Ⅰ 当期未処分利益   2,585

Ⅱ 利益処分額  

１．株主配当金   412

２．役員賞与金   90

（うち監査役分）   （－）

３．任意積立金  

 (1)別途積立金   1,000 1,502

Ⅲ 次期繰越利益   1,082

（その他資本剰余金の処分）  

Ⅰ その他資本剰余金  

 １．資本準備金減少差益   2,000

 ２．自己株式処分差益   8 2,008

Ⅱ その他資本剰余金次期繰
越額 

 

 １．資本準備金減少差益   2,000

 ２．自己株式処分差益   8 2,008

   



株主資本等変動計算書 

第61期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計 

土地圧
縮積立
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

15,051 12,151 2,008 14,159 26 7,000 2,585 9,611 △1,200 37,622

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立て（注）   1,000 △1,000 －   －

剰余金の配当（注）   △412 △412   △412

剰余金の配当   △412 △412   △412

役員賞与（注）   △90 △90   △90

当期純利益   1,577 1,577   1,577

自己株式の取得     △26 △26

自己株式の処分   2 2   2 5

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 2 2 － 1,000 △337 662 △23 641

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

15,051 12,151 2,011 14,162 26 8,000 2,247 10,273 △1,224 38,263

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,108 3,108 40,731

事業年度中の変動額  

別途積立金の積立て（注）   －

剰余金の配当（注）   △412

剰余金の配当   △412

役員賞与（注）   △90

当期純利益   1,577

自己株式の取得   △26

自己株式の処分   5

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△571 △571 △571

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△571 △571 69

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,537 2,537 40,800



重要な会計方針 

  

 

  
第60期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は総平均法

により算定） 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均

法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）評価基準 (1）評価基準 

製品・商品・仕掛品・原材料・貯蔵

品…………原価法 

同左 

  (2）評価方法 (2）評価方法 

  製品・仕掛品………総平均法 同左 

  商品・貯蔵品………個別法   

  原材料……………… 終仕入原価法   

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法を採用している。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっている。 

なお、主な耐用年数は以下の通りで

ある。 

同左 

  建物及び構築物  ３年～65年 

機械及び装置   ３年～13年 

  

  また、取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、３

年間で均等償却をしている。 

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用している。なお、自社

利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっている。 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ている。 

同左 



 

  
第60期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2)   ────── (2) 投資損失引当金 

    関係会社への投資に対する損失に備

えるため、当該関係会社の資産内容

等を勘案して計上している。 

  (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため設定

したもので、支給見込額に基づき計

上している。 

同左 

  (4)   ────── (4) 役員賞与引当金 

    役員の賞与の支給に備えるため、当

事業年度における支給見込額に基づ

き計上している。 

（会計方針の変更） 

  当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号

平成17年11月29日）を適用してい

る。これにより、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、それぞ

れ90百万円減少している。 

  (5）退職給付引当金 (5）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしている。 

また、過去勤務債務は、従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処

理することとしている。 

同左 



  

 

  
第60期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (6) 役員退職慰労引当金 (6）役員退職慰労引当金 

  役員の退職金支給に備えるため設定

したもので、内規に基づく期末要支

給額全額を計上している。 

役員の退職金支給に備えるため設定

したもので、内規に基づく期末要支

給額全額を計上している。 

なお、平成18年６月29日の定時株主

総会の日をもって役員退職慰労金制

度を廃止し、それまでの在任期間に

対応する金額は対象役員の退任時に

支払うこととしているため、役員退

職慰労引当金については、制度廃止

以降の繰入れはなく、対象役員の退

任時に取り崩すこととしている。 

  (7) 工事損失引当金 (7）工事損失引当金 

  工事の完成に伴い発生することが確

実な受注工事の損失に備えるため、

工事原価の発生見込額が受注金額を 

超過する可能性が高い期末手持工事

のうち、当該超過額を合理的に見積

ることが可能となった工事につい

て、翌事業年度以降の損失見込額を

計上している。 

同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 同左 



会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

第60期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。こ

れにより税引前当期純利益は245百万円減少している。 

なお、減損損失計上を行ったものは土地勘定のみであ

り、当該土地に係る減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき土地勘定の金額から直接控除

している。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号  

平成17年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は40,800百万円

である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成している。 

第60期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （損益計算書） 

 損益計算書の「割増退職金」については、前事業年度

まで、特別損失の「その他の特別損失」に含めて表示し

ていたが、当事業年度において、特別損失の総額の100

分の10を越えたため、区分掲記することに変更した。 

なお、前事業年度の「その他の特別損失」に含まれて

いる「割増退職金」は31百万円である。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

第60期 
（平成18年３月31日） 

第61期
（平成19年３月31日） 

※１．担保に供されている有形固定資産 ※１．担保に供されている有形固定資産  
  

土地 920(408)百万円

建物 1,899(533) 

構築物 38( 18) 

計 2,858(960) 

土地 920(408)百万円

建物 1,805(500) 

構築物 35( 18) 

計 2,760(927) 

 

上記有形固定資産は 上記有形固定資産は  
  
  短期借入金 930(930)百万円

  受入保証金 1,561( －) 

  長期前受収益 193( －) 

  計 2,685(930) 

  短期借入金 930(930)百万円

  受入保証金 1,479( －) 

  長期前受収益 180( －) 

  計 2,589(930) 

の担保に供している。 

上記のうち、( )内書は工場財団抵当並びに対応

債務を示している。 

の担保に供している。 

上記のうち、( )内書は工場財団抵当並びに対応

債務を示している。 

 

※２．資本金 ※２．      ──────  
  

（授権株式数）普通株式 145,092,000株  

ただし、株式の消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずる旨定款で定めて

いる。 

  

 

  
（発行済株式総数）普通株式 72,196,487株  

※３．自己株式 ※３．      ──────  

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

3,421,267株である。 

  
 

４．配当制限 ４．      ──────  

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は3,108

百万円である。 

  

 

※５．関係会社に係る注記 ※５．関係会社に係る注記  

区分掲記されるもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次の通りで

ある。 

区分掲記されるもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次の通りで

ある。 

 

  
受取手形 617百万円

売掛金 434 

短期貸付金 90 

支払手形 1,272 

買掛金 651 

未払費用 269 

受取手形 592百万円

売掛金 485 

短期貸付金 99 

支払手形 1,310 

買掛金 706 

未払費用 356 

 



 

第60期 
（平成18年３月31日） 

第61期
（平成19年３月31日） 

※６．      ────── ※６．期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、当期の末

日は金融機関の休日であったが、満期日に決済が行

われたものとして処理している。期末日満期手形の

金額は次の通りである。 

   受取手形 1,073百万円 

   支払手形   60百万円 



（損益計算書関係） 

 

第60期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,586百万円 1,474百万円 

※２．製品他勘定振替高内訳 ※２．製品他勘定振替高内訳 
  

  

未収入金 10百万円

販売促進費 6 

研究開発費他 19 

計 36 

未収入金 15百万円

販売促進費 4 

リフォーム事業分社化に伴

う棚卸資産承継分 
77 

研究開発費他 18 

計 115 

※３．販売費及び一般管理費の主な内訳 ※３．販売費及び一般管理費の主な内訳 

販売費に属する費用のおおよその割合は、79％で

あり、一般管理費に属するおおよその割合は21％

である。 

主要な費目及び金額は次の通りである。 

販売費に属する費用のおおよその割合は、78％で

あり、一般管理費に属するおおよその割合は22％

である。 

主要な費目及び金額は次の通りである。 
  

  

減価償却費 471百万円

貸倒損失 51 

賞与引当金繰入額 1,049 

退職給付費用 923 

役員退職慰労引当金繰入額 97 

役員報酬・賞与及び給与手当 9,556 

福利厚生費 1,890 

研究開発費 1,586 

減価償却費 420百万円

貸倒引当金繰入額 145 

貸倒損失 69 

賞与引当金繰入額 1,034 

役員賞与引当金繰入額 90 

退職給付費用 778 

役員退職慰労引当金繰入額 14 

役員報酬・賞与及び給与手当 8,482 

福利厚生費 1,638 

研究開発費 1,474 

※４．固定資産売却益 ※４．固定資産売却益 
  

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 0 

計 0 

機械及び装置 4百万円

車両及び運搬具 0 

計 5 

※５．固定資産売却損 ※５．       ────── 
  

車両及び運搬具 0百万円

計 0 

  

※６．固定資産除却損 ※６．固定資産除却損 
  

建物 23百万円

機械及び装置 17 

工具器具及び備品 10 

借家権 0 

車両及び運搬具 0 

ソフトウェア 0 

構築物 0 

計 52 
  

建物 9百万円

工具器具及び備品 5 

機械及び装置 3 

借家権 0 

車両及び運搬具 0 

構築物 0 

計 20 



  

 

第60期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※７．その他の特別損失 ※７．その他の特別損失 
  

投資有価証券償還損 31百万円

割増退職金他 32 

計 64 

和解金 6百万円

解体費用他 0 

計 7 

※８．関係会社に係る注記 ※８．関係会社に係る注記 

営業外収益に含まれている関係会社に対するもの

は下記の通りである。 

営業外収益に含まれている関係会社に対するもの

は下記の通りである。 
  

受取利息 6百万円

受取配当金 470 

受取賃貸料 19 

その他の営業外収益 8 

受取利息 8百万円

受取配当金 441 

受取賃貸料 20 

その他の営業外収益 12 

※９．減損損失 ※９．        ────── 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

  

  
場所 用途 種類 その他 

山梨県
南アル
プス市 

賃 貸 不 動 産
（建材製造設
備用土地） 

土地 連結子会社㈱
ビーエス建材
へ貸付 

  

当社は、原則として事業部門別に区分し、賃貸用

資産については、個々の物件単位でグルーピング

をしている。時価の著しい下落及び収益性の著し

い低下により、上記の土地の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（182百

万円）として特別損失に計上した。なお、当該土

地の回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを4.3％で割り引い

て算定している。 

  

  
場所 用途 種類 その他 

栃木県
小山市 

賃 貸 不 動 産
（事務所・店
舗用土地） 

土地 遊休資産 

  

当社は、原則として事業部門別に区分し、将来の

使用が見込まれていない遊休資産については、

個々の物件単位でグルーピングをしている。今後

の利用計画も無く、時価も著しく下落しているた

め、上記の土地の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（63百万円）として

特別損失に計上した。なお、当該土地の回収可能

価額は、正味売却価額により測定しており、固定

資産税評価額を基に評価している。 

  



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加37,158株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少7,194株は、単元未満株式の売渡しによる減少である。 

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注１．２） 3,421,267 37,158 7,194 3,451,231 

合計 3,421,267 37,158 7,194 3,451,231 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第60期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

＜借主側＞ ＜借主側＞ 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  工具器具及び備品等

取得価額相当額 2,671百万円

減価償却累計額相当額 1,270百万円

期末残高相当額 1,400百万円

  工具器具及び備品等

取得価額相当額 2,660百万円

減価償却累計額相当額 1,518百万円

期末残高相当額 1,141百万円

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 592百万円

１年超 823 

計 1,416 

１年以内 587百万円

１年超 568 

計 1,156 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 593百万円

減価償却費相当額 573百万円

支払利息相当額 27百万円

支払リース料 644百万円

減価償却費相当額 597百万円

支払利息相当額 23百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 

……リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっている。 

……リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっている。 

＜貸主側＞ ＜貸主側＞ 

 該当事項なし。  該当事項なし。 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

＜借主側＞ ＜借主側＞ 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 15百万円

１年超 83 

計 98 

１年以内 15百万円

１年超 67 

計 83 

＜貸主側＞ ＜貸主側＞ 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 316百万円

１年超 4,284 

計 4,601 

１年以内 316百万円

１年超 3,968 

計 4,284 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はない。 リース資産に配分された減損損失はない。 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

（税効果会計関係） 

  

 

第60期 
（平成18年３月31日） 

第61期
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産  

退職給付引当金 5,774百万円

投資有価証券評価損 955 

賞与引当金 621 

役員退職慰労引当金 319 

未払事業税 106 

減損損失 99 

貸倒引当金 50 

その他有価証券評価差額金 1 

その他 445 

繰延税金資産小計 8,374 

評価性引当額 △173 

繰延税金資産合計 8,201 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △2,117 

土地圧縮積立金 △18 

繰延税金負債合計 △2,135 

繰延税金資産の純額 6,065 

繰延税金資産  

退職給付引当金 5,475百万円

投資有価証券評価損 953 

賞与引当金 607 

役員退職慰労引当金 321 

未払事業税 40 

減損損失 99 

貸倒引当金 44 

その他有価証券評価差額金 32 

その他 471 

繰延税金資産小計 8,047 

評価性引当額 △526 

繰延税金資産合計 7,520 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,759 

土地圧縮積立金 △18 

繰延税金負債合計 △1,777 

繰延税金資産の純額 5,743 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.49％ 

（調整）   

住民税均等割等 4.93％ 

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

4.57％ 

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 

△6.68％ 

法人税額の特別控除額 △2.65％ 

評価性引当額 3.19％ 

その他 2.00％ 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

45.85％ 

法定実効税率 40.49％ 

（調整）   

住民税均等割等 4.43％ 

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

4.55％ 

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 

△6.17％ 

法人税額の特別控除額 △1.98％ 

評価性引当額 10.78％ 

その他 △0.22％ 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

51.88％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

  

  

第60期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 590円93銭

１株当たり当期純利益金額 23円23銭

１株当たり純資産額 593円51銭

１株当たり当期純利益金額 22円94銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
第60期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第61期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 1,688 1,577 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 90 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (90) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,598 1,577 

期中平均株式数（株） 68,828,063 68,759,166 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

大和ハウス工業㈱ 600,000 1,159 

㈱淀川製鋼所 1,400,000 1,015 

住友金属工業㈱ 1,378,966 839 

㈱荏原製作所 1,400,000 782 

㈱みずほフィナンシャルグループ 984.72 747 

テイボンアソシエイツ㈱ 14,000 700 

㈱横浜銀行 564,617 496 

住友商事㈱ 200,000 424 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 303.16 403 

大東建託㈱ 67,000 371 

㈱みずほフィナンシャルグループ（優先
株） 

300 300 

三井物産㈱ 130,000 286 

㈱スルガコーポレーション 94,600 270 

新日本製鐵㈱ 300,000 248 

積水ハウス㈱ 128,268 235 

丸紅㈱ 233,408 167 

その他（５２銘柄） 2,360,123 1,182 

計 8,872,569.88 9,629 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．配賦の状況 

当期償却額1,200百万円のうち453百万円を販売費及び一般管理費（研究開発費を含む）、746百万円を製造経費、0百万

円を取付経費として処理している。 

    ２．当期減少額には、当社のリフォーム事業を会社分割し、当社の連結子会社であるゆとりフォーム㈱へ事業を承継したこ

とに伴う減少額が次の通り含まれている。 

       建物         34百万円 

       構築物         1百万円 

       車両及び運搬具     0百万円 

       工具器具及び備品   11百万円 

       電話加入権       0百万円 

       ソフトウェア     49百万円 

       その他の無形固定資産  2百万円 

３．当期増加額及び当期減少額には、千歳工場屋根崩落事故に伴う増加額及び減少額が次の通り含まれている。 

（当期増加額） 

建物         235百万円 

構築物        11百万円 

機械及び装置     35百万円 

工具器具及び備品    1百万円 

 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円） 

有形固定資産    

建物 17,231 295 65 17,461 9,088 537 8,373

構築物 1,738 38 8 1,768 1,412 41 356

機械及び装置 9,164 199 70 9,293 7,843 248 1,449

車両及び運搬具 190 16 21 184 159 7 25

工具器具及び備品 3,517 132 136 3,512 2,961 200 551

土地 6,810 － － 6,810 － － 6,810

建設仮勘定 42 642 558 126 － － 126

有形固定資産計 38,694 1,324 860 39,158 21,465 1,036 17,692

無形固定資産    

特許権 336 － － 336 261 11 74

借地権 120 － － 120 － － 120

電話加入権 136 － 0 136 － － 136

ソフトウェア 2,185 110 50 2,244 1,906 132 338

その他の無形固定資産 243 48 32 259 134 5 124

無形固定資産計 3,022 158 83 3,097 2,303 150 794

長期前払費用 559 32 44 547 486 14 60

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



（当期減少額） 

建物         20百万円 

構築物         4百万円 

機械及び装置      3百万円 

工具器具及び備品    1百万円 

  

【引当金明細表】 

 （注）１．引当金の計上基準については重要な会計方針の５を参照。 

２．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収等による取崩額15百万円及び一般債権の貸倒実績率による洗替額213百

万円である。 

３．工事損失引当金の「当期減少額（その他）」は、受注額又は原価の変動により損失見込額が減少したことによる取崩額

である。 

  

  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 910 421 192 228 911

賞与引当金 1,534 1,500 1,534 － 1,500

役員賞与引当金 － 90 － － 90

工事損失引当金 43 81 10 33 81

投資損失引当金 － 63 － － 63

役員退職慰労引当金 788 14 8 － 794



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．流動資産 

(a）現金及び預金 

  

(b）受取手形 

イ．相手先別内訳 

  

ロ．期日別内訳 

  

 

種類 金額（百万円）

現金 130 

預金の種類 

当座預金 1,924 

普通預金 160 

定期預金 4,000 

計 6,214 

合計 6,214 

相手先 金額（百万円）

㈱フジタ 386 

ＹＫＫＡＰ㈱ 316 

ミサワホーム㈱ 227 

㈱稲葉製作所 197 

新日軽㈱ 173 

その他 11,648 

合計 12,950 

期日 受取手形（百万円） 割引手形（百万円） 

１ケ月以内 3,378 － 

２ケ月以内 3,624 － 

３ケ月以内 2,986 － 

４ケ月以内 2,586 － 

４ケ月を超えるもの 374 － 

合計 12,950 － 



(c）売掛金 

イ．相手先別内訳 

  

ロ．売掛金滞留状況及び回収状況 

  

(d)商品 

  

(e)製品 

 （注） 各工場及び各販売事業所在庫 

  

 

相手先 金額（百万円）

㈱竹中工務店 1,503 

鹿島建設㈱ 1,340 

㈱大林組 1,109 

大成建設㈱ 1,102 

清水建設㈱ 969 

その他 16,067 

合計 22,092 

区分 金額（百万円） 

Ａ 前期末残高 18,769 

Ｂ 当期中発生高 107,446 

Ｃ 合計 126,215 

Ｄ 当期中回収高 104,123 

Ｅ 当期末残高 22,092 

Ｆ 売掛金滞留期間 Ｅ÷
Ｂ 
── 
12 

2.47ケ月 

Ｇ 売掛金回収率 
Ｄ 
── 
Ｃ 

82.5％ 

区分 金額（百万円）

ドア他（各販売事業所在庫の他社製品） 2,225 

区分 金額（百万円）

軽量シャッター 270 

重量シャッター 2,469 

窓シャッター 142 

エクステリア 162 

ドア 1,745 

パーティション他 279 

合計 5,069 



(f)原材料 

 （注） 各工場及び本社在庫 

  

(g)仕掛品 

 （注） 各工場在庫 

  

(h)貯蔵品 

 （注） 本社、各事業所及び各工場 

  

ｂ．固定資産 

繰延税金資産 

 

区分 金額（百万円）

主要材料 1,041 

部分品 933 

機構 180 

補助材料他 64 

合計 2,219 

区分 金額（百万円）

軽量シャッター 82 

重量シャッター 168 

窓シャッター 74 

エクステリア 131 

ドア 23 

パーティション他 16 

合計 496 

区分 金額（百万円）

各種カタログ 41 

事務用消耗品 15 

各種ノベルティその他 72 

合計 129 

区分 金額（百万円）

退職給付引当金 5,475 

投資有価証券評価損 953 

役員退職慰労引当金 321 

減損損失 99 

評価性引当額 △526 

その他有価証券評価差額金 △1,726 

その他 436 

合計 5,033 



② 負債の部 

ａ．流動負債 

(a）支払手形 

イ．相手先別内訳 

  

ロ．期日別内訳 

  

(b)買掛金 

（注）上記「その他」には、仕入先との決済に関わる売掛債権信託契約による債務8,344百万円（信託受託者 みずほ信託銀行㈱）が

含まれている。 

  

 

相手先 金額（百万円）

文化パネル工業㈱ 677 

新生精機㈱ 427 

住友商事㈱ 377 

（有）丸武商会 292 

末栄金属㈱ 243 

その他 5,966 

合計 7,984 

期日 金額（百万円）

１ケ月以内 2,001 

２ケ月以内 2,051 

３ケ月以内 1,920 

４ケ月以内 1,971 

４ケ月を超えるもの 39 

合計 7,984 

相手先 金額（百万円）

三井物産非鉄販売㈱ 375 

文化パネル工業㈱ 317 

松下電器産業㈱ 311 

三菱商事軽金属販売㈱ 285 

新生精機㈱ 197 

その他 12,549 

合計 14,038 



(c)未払費用 

（注）上記「諸修繕費・消耗品代他」には、仕入先との決済に関わる売掛債権信託契約による債務1,527百万円（信託受託者 みずほ

信託銀行㈱）が含まれている。 

  

ｂ．固定負債 

退職給付引当金 

  

(3）【その他】 

該当事項なし。 

  

  

区分 金額（百万円） 摘要 

取付工事費 1,532
文化シヤッターサービス㈱、㈱フ
ジミ他 

荷造及び運賃 346 大栄商運㈱、㈱福田運輸他 

広告宣伝費及び印刷費 34
㈱エム・アンド・エスコミュニケ
ーションズ、㈱電通他 

車両ガソリン代 56 日通商事㈱、アジア商事㈱他 

外注加工費 323
（有）丸武商会、ヨコタワークセ
ンター㈱他 

未払人件費 609

諸修繕費・消耗品代他 2,367
ＮＥＣリース㈱、㈱アオキオフィ
スサービス他 

合計 5,271

区分 金額（百万円）

未積立退職給付債務 19,054 

未認識過去勤務債務 105 

未認識数理計算上の差異 379 

年金資産 △6,016 

合計 13,522 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による請

求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利、単元未満株

式の売渡請求をすることができる権利以外の権利を有していない。 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満の株数を表示
した株券 
ただし、1,000株未満の株式数を表示した株券については、法令により
発行が認められる場合を除き発行しない。 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店 

買取・売渡手数料  株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL 
http://www.bunka-s.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

２【その他の参考情報】 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第60期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

(2)半期報告書 

 （第61期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）   平成18年12月15日関東財務局長に提出。 

  
 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項なし。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

文化シヤッター株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西村 勝秀   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている文

化シヤッター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

文化シヤッター株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

文化シヤッター株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 望月 正芳   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている文

化シヤッター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

文化シヤッター株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

文化シヤッター株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西村 勝秀   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている文

化シヤッター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、文化

シヤッター株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

文化シヤッター株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 望月 正芳   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている文

化シヤッター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、文化

シヤッター株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管している。 
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